
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流山市総合計画 実施計画 

Nagareyama City Comprehensive Plan ‐ Action Plan 

令和８年度版 

計画期間 令和８年度～令和１０年度 

流山市は持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

を推進しています。 
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Ⅰ 計画の位置づけ 

（１）実施計画 

 この実施計画は、基本構想において定めた目指すまちのイメージ「都心か

ら一番近い森のまち」の実現のために、基本計画で示した施策を具体化する

もので、中期的な展望により、各事業を効果的・効率的に実施するために策

定するものです。 

（２）地方創生に関する総合戦略（地方版総合戦略） 

国において、令和７年１２月に「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォ

ローアップと推進戦略～」（以下「総合戦略」という。）が閣議決定されました。 

この総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号。以下「創生法」とい

う。）第８条第１項に規定する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」として策定された「デジタル

田園都市国家構想総合戦略（２０２３改訂版）」（令和５年１２月閣議決定）が、同条第６項の規

定に基づき変更されたものです。 

内容としては、これまでの地方創生の取組をフォローアップするとともに、地方創生施策の推進

戦略を取りまとめたもので、目標と各施策との因果関係（ロジックモデル）の整理を行い、進捗や

成果を客観的かつ的確に把握できるＫＰＩの設定及び工程表の作成を行うことにより、ＰＤＣＡサ

イクルを徹底し、実効性を高めていくこととされています。 

創生法第１０条第１項では、市町村の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策につい

て地方版総合戦略を定めるよう努めなければならないとあります。本市では、実施計画に同条第２

項各号に規定する目標、講ずべき施策に関する基本的方向及び講ずべき施策を総合的かつ計画的に

実施するために必要な事項を掲載していることから、実施計画と地方版総合戦略を一体的に策定し

ています。 

（３）健康都市の推進 

本市では、平成１９年１月にＷＨＯ（世界保健機関）が提唱する「健康都市宣言」を行いまし

た。 

健康都市の考え方は、市民の健康水準を高めるために、保健・医療分野といったこれまで関係の

ないと考えられてきた地域社会、都市計画、環境、学校教育、雇用などまちづくりにおいての様々

な分野に「健康」という視点を入れて事業を進めることにあります。 

健康都市宣言は、基本構想においてまちづくりの基本理念と一体的に推進するものであり、本計

画に健康都市の考え方を取り入れることで、本市が実施する施策や事業において「健康」という視

点から見直し、包括的な健康施策体系を構築し、都市そのものを健康にすることで、そこに住む

人々の健康で豊かな暮らしづくりを目指していきます。 

（４）国土強靭化基本計画（国土強靭化地域計画） 

わが国では、東日本大震災などの過去の災害等に対し、さまざまな策を講じてきたものの、甚大

な被害により長期間にわたる復旧・復興を繰り返してきました。これを避けるため、「強くしなや

かな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（平成２５年法律第９５

号）（令和５年６月改正）」（以下「基本法」という。）が施行され、大規模自然災害等に備えた

流山市のブランドマーク 
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国土の全域にわたる強靱な国づくりに向けて、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進

することが定められました。 

国では、基本法第１０条に基づき、国土強靱化に関する国の計画等の指針となる「国土強靱化基

本計画」を策定し、被害が致命的なものにならず迅速に回復する、「強さとしなやかさ」を備えた

国土、経済社会システムを平時から構築するための取組を推進しています。 

本市においても、本計画を各分野の個別計画の国土強靱化に関する指針とし、強くしなやかで持

続可能なまちづくりを進めていくこととします。 

基本構想における目指すまちのイメージである「都心から一番近い森のまち」を強靱化する上

で、基本法第１４条において、国土強靭化地域計画（以下「地域計画」という。）は、「国土強靱

化基本計画との調和が保たれたものでなければならない」と規定されていることを踏まえ、本市の

地域計画の策定に当たっては、国土強靭化基本計画の基本目標を踏襲し、以下の４つを基本目標と

して、強靱化を推進することとします。 

地域計画は総合計画と一体的に推進することが望ましいとされていることから、実施計画に基本

法第１３条に基づく地域計画を包含して策定しています。 

いかなる大規模自然災害が発生しようとも、 

Ⅰ．人命の保護が最大限図られること 

Ⅱ．市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

Ⅲ．市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

Ⅳ．迅速な復旧復興 

※脆弱性の評価結果については、Ｐ５２に記載しています。 

■各種法令等と総合計画との関係 

  

法令等 総合計画 目標・理念

各施策、事業の取り組み

目指す

実現に向けて

基本構想

基本計画

実施計画

地方版総合戦略

包含して策定

まち・ひと・しごと創生法

第１０条

健康都市宣言

自治基本条例

第２２条第１項

・地方の社会課題解決

・災害に備えた強靭な行政機能や

地域社会、地域経済の構築

視点を入れた推進

都心から一番近い森のまち
・人口の減りにくいまちづくり

・良質で住み続ける価値の高いまち

・市民・都市・コミュニティが健康な

まちづくり

目指す

義務

策定努力

取り入れる

国土強靭化地域計画
国土強靭化基本法

第１３条
策定努力 目指す

一体的に推進
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Ⅱ 計画期間 

本計画の期間は、令和８年度から令和１０年度までの３年間とします。 

本計画は、令和７年度版の実施計画を、物価高騰を始めとした社会経済情勢の変化や国の制度改

正、事業の進捗状況などに対応するため、行政評価を活用したローリング方式により見直しします。 

 

Ⅲ 計画の進行管理 

基本計画に掲げる施策や実施計画に掲げる事業の推進を図るため、まちづくり報告書などの行政評

価を活用し、進捗状況を管理し、物価高騰を始めとした社会経済情勢の変化や国の制度改正などの状

況変化に応じて、事業内容などを毎年度見直すことが必要となります。 

そのため、成果を見極めるための成果指標などを設定し、「Ｐｌａｎ（計画策定）―Ｄｏ（実施）

―Ｃｈｅｃｋ（分析・評価）―Ａｃｔｉｏｎ（改革・改善）」といった、ＰＤＣＡサイクルの手法を

取り入れた進行管理を行い、施策や事業の成果を定期的に測定し、事業の改善・効率化を図ります。 

■実施計画のＰＤＣＡサイクル 

 

  

令和２
（2020）
年度

令和３
（2021）
年度

令和４
（2022）

年度

令和５
（2023）
年度

令和６
（2024）
年度

令和７
（2025）
年度

令和８
（2026）
年度

令和９
（2027）

年度

令和10
（2028）
年度

令和11
（2029）

年度

令和12
（2030）

年度

令和13
（2031）
年度

基本構想

基本計画（10年間）

見直し

※計画期間は３年間とし、毎年見直しを行っていきます。

見直し

※ 基本計画の見直しの際、

基本構想も見直しを検討します。

実施計画（３年間）

Plan（計画策定）
施策の目的を達成するための事業計

画を策定し、その実現のために予算

を編成し人員を配置する

Do（実施）
計画に基づき、経営資源（財源や人

材など）を投じ、業務をマネジメン

トしながら事業を実施する

Check（分析・評価）
事業実施後に、行政評価を活用し、

その活動内容及び成果について分析

を行い、課題を明らかにする

Action（改革・改善）
行政評価等により得られた情報をも

とに、改革・改善を図る
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Ⅳ 施策体系 

 

  

主要事業

掲載ページ
＜まちづくりの基本政策＞

＜施　策＞
【関連するSDGs】

＜施策の展開方向＞

１
 安心・安全で快適に
 暮らせるまち

１  防災
 １．自助・共助・公助が一体となった
　 　地域防災力の強化

３ 交通安全・防犯・消費生活  １．交通安全対策の充実

P22

P23

P20 ２．防犯対策の充実

 ３．消費生活センターの充実

P18 ２．災害に強い危機管理体制の整備

 ３．建築物の耐震化の促進

２  消防・救急  １．消防体制の強化

P19 ２．救急救助体制の強化

 ３．消防・救急意識の向上

４  地域コミュニティ・市民協働  １．地域コミュニティの活性化

P21
 ２．地域コミュニティとの協働・連携

２
 生きがいを持って
 健康・長寿に暮らせるまち

１  健康・医療
 １．ライフステージに応じた市民の
　 　健康づくり

 ２．疾病の早期発見

２  生涯学習  １．多様な生涯学習機会の充実

 ３．地域医療体制や健康危機管理
 　　体制づくり

P24
 ２．生涯学習の環境整備

４  スポーツ  １．スポーツ活動の促進

P26
 ２．スポーツ環境の整備

３  文化芸術・歴史  １．市民主体の文化芸術活動の促進

P25
 ２．優れた文化芸術に親しめる機会の
 　　充実

 ３．歴史的文化的遺産の保存・活用
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主要事業

掲載ページ
＜まちづくりの基本政策＞

＜施　策＞
【関連するSDGs】

＜施策の展開方向＞

２  市街地整備・景観  １．つくばエクスプレス沿線整備の促進

P28 ２．市街地のまちづくり

 ３．景観形成の促進

３
 良質な住環境のなかで
 暮らせるまち

１ みどり・生物多様性  １．みどりの保全

 ２．みどりの創出

 ３．生物多様性の保全・回復

P27

３  道路  １．円滑に移動できる道路整備

P29
 ２．安全で快適な道路環境の確保

４  河川・排水  １．雨水排水施設の整備

P30
 ２．河川環境の整備

５  上下水道  １．安全な水道水の安定供給

P31
 ２．計画的な下水道事業の推進

６  交通  １．広域交通ネットワークの充実

P32
 ２．地域公共交通ネットワークの充実

７  住宅  １．住生活の安定と向上

P33
 ２．空き家対策の推進

８  生活環境  １．地球温暖化対策の推進

P34
 ２．生活環境の保全

９  廃棄物  １．ごみの減量化・資源化の推進

P35
 ２．一般廃棄物の適正処理
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主要事業

掲載ページ

P48

P44

P45

P46

＜まちづくりの基本政策＞
＜施　策＞

【関連するSDGs】
＜施策の展開方向＞

P39

P40

４  賑わいと魅力のあるまち
１  地域経済  １．魅力ある事業者の育成・誘致

P36
 ２．就労の支援

２  農業  １．農業経営改善の充実

P37
 ２．農業への理解の促進

３  ツーリズム
 １．地域資源を活かしたツーリズムの
 　　振興

P38
 ２．来訪者の受入体制の充実

５
 誰もが自分らしく
 暮らせるまち

１  高齢者福祉  １．多様な生きがいづくり

 ２．地域ぐるみ支え合い体制づくり

 ３．介護体制づくり

 ３．児童・生徒の安全確保と健康増進

２  障害福祉  １．障害福祉サービスの充実

６ 子どもをみんなで育むまち
 子ども・子育て  １．子どもを産み育てやすい環境づくり

 ２．保育サービスの充実

P41
 ２．自立と社会参加の促進

３  地域福祉  １．地域福祉の推進

P42

P47

４  共生社会  １．人権尊重・男女共同参画の社会づくり

P43 ２．多文化共生社会づくり

 ３．平和施策の推進

２  学校教育  １．確かな学力の育成

 ３．学童クラブの充実

 ４．養育環境への配慮

 ５．青少年の健全育成の促進

 ２．教育環境の整備

１

 ２．生活困窮者支援
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Ⅴ 人口の状況 

（１）総人口 

 本市の総人口は、令和３年１月に２０万人を超え、令和７年４月１日現在２１３，１１８人とな

っています。令和６年中の人口増減率では、県内で１位、全国の市の中でも７位となりました。県

内では平成２５年から令和３年までの９年間で１位、令和４年及び令和５年は２位となったもの

の令和６年では再び１位となり、高い人口増加率を維持しています。 

 この増加要因としては、マーケティング戦略により、つくばエクスプレス沿線土地区画整理事業

による住宅地整備や市内の大規模マンション開発にあわせて子育て世代の転入者が増加している

こと、合計特殊出生率が全国値や県値を大きく上回っていることなどが挙げられます。 

 なお、市内の土地区画整理事業５地区（新市街地地区、運動公園周辺地区、木地区、西平井・鰭

ケ崎地区、鰭ケ崎・思井地区）、約６２７ヘクタールのうち４地区は整備が完了し、運動公園周辺

地区を残すのみとなりました。令和７年度末における全体の整備面積率は約８２．２％となる見込

みです。 

また、外国人人口も増加傾向にあり、令和７年４月１日時点で４，２２５人、総人口の約    

２．０％を占めています。

■総人口の推移 

 

出典元：住民基本台帳人口（各年４月１日現在） 

■外国人人口の推移 

 

出典元：住民基本台帳人口（各年４月１日現在） 

■年齢階級別人口 

 

出典元：住民基本台帳人口（各年４月１日現在）  
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（２）年齢３区分別 

年齢構成について、平成２８年と令和７年を比較すると、年齢３区分すべてにおいて人口は増加

しているものの、高齢者人口の増加を上回る年少人口及び生産年齢人口が増加していることから、

年少人口割合は１４．６％から１６．３％に上昇、高齢化率は２３．９％から２２．２％に下降し

ています。 

全国では、令和６年１０月１日現在の住民基本台帳を基にした全国平均で、年少人口割合は   

１１．２％で下降傾向、高齢化率は２９．３％で上昇傾向にあり、人口減少、少子高齢化が進んで

います。 

■年齢３区分別人口の推移 

 

出典元：住民基本台帳人口（各年４月１日現在） 

■全国の高齢化の推移と将来推計（参考） 

 

出典元：令和７年版高齢社会白書  
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（３）社会動態 

令和７年の転入等増加数は１２，１９４人、転出等減少数は９，７２７人で、社会増減数は 

２，４６７人の増加でした。 

 令和６年中の社会増減数では県内で７位と上位であり、民間企業による調査においても「住みた

い街」等として取り上げられることが増え、「子育て支援」や「良質な住環境」が理由として分析

されています。このことから、子育て世代に選ばれ、２０歳代後半から３０歳代の転入が増加して

いると推察されます。 

■社会動態（転入等数、転出等数）の推移 

 

出典元：流山市統計書 

■年齢階級別転入転出数（令和６年中） 

 

出典元：住民基本台帳人口移動報告（総務省） 
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（４）自然動態 

 令和７年の出生数は１，８６８人、死亡数は１，９２５人で、自然増減数は５７人の減少でし

た。 

若い世代の人口増加に伴い平成３０年には出生数がピークを迎えましたが、令和４年以降は減少

傾向に転じ、令和７年は出生数を死亡数が上回ったことにより昭和４２年の市制施行以降初めて自

然増減が減少に転じました。 

このような状況の中でも、本市の令和６年の合計特殊出生率は１．４２と県内１位であり、県値

の１．０９、全国値の１．１５を大きく上回る状態が続いています。 

 なお、全国では、合計特殊出生率が９年連続で前年を下回り、令和６年においては出生数が過去

最少、死亡数が過去最多を更新したことから過去最大の自然減となると同時に、自然減少数は１７

年連続の拡大となりました。 

■自然動態（出生数、死亡数）の推移 

 

出典元：流山市統計書 

■合計特殊出生率の推移 

 

出典元：千葉県ホームページ 

https://www.pref.chiba.lg.jp/kenshidou/toukeidata/kakushukousei/tokushushusshou.html   

https://www.pref.chiba.lg.jp/kenshidou/toukeidata/kakushukousei/tokushushusshou.html
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Ⅵ 財政の見通し 

 財政の見通しは、令和８年度を当初予算と整合させ、令和９年度以降については、現段階における

地方財政制度を前提としたものであり、予算査定を行う前の数字であるため各年度の予算査定の結

果、大きく変更になる可能性があります。 

 このため、翌年度以降の財政見通しについては、社会経済情勢の変化、国の制度改正、事業の進捗

状況などに対応するため、行政評価を活用したローリング方式による見直しを実施し、財政状況を精

査することにより、必要な財源の確保に努めるとともに、事業の見直しを図りながら、計画を推進し

ていきます。 

 実施計画期間３か年の財政の見通しは、次のとおりです。 

（１）歳入の見通し（一般会計）  

 

（２）歳出の見通し（一般会計） 

 

令和８年度
当初予算

令和９年度 令和10年度

市税                              40,778 42,022 43,340

（うち都市計画税）　　　　　　 3,272 3,301 3,344

繰越金 600 600 600

繰入金 2,219 2,766 2,968

諸収入　など 4,059 4,018 3,895

小計 47,656 49,406 50,803

国・県支出金 29,342 30,777 31,003

地方交付税 2,474 2,357 2,356

　（うち普通交付税）　　　　　 2,239 2,122 2,121

地方譲与税・交付金など    6,659 6,830 6,829

市債 3,561 5,226 2,715

　（うち臨時財政対策債）     0 0 0

小計 42,036 45,190 42,903

89,692 94,596 93,706

自
主
財
源

（単位：百万円）

区分

合計

依
存
財
源

（単位：百万円）

令和８年度
当初予算

令和９年度 令和10年度

人件費 13,708 14,259 14,835

扶助費 31,037 33,192 33,862

公債費 5,274 5,620 5,846

小計 50,019 53,071 54,543

投資的経費 7,430 8,158 5,073

物件費 16,848 17,078 17,322

維持補修費 1,053 956 928

補助費等 8,810 9,406 9,748

積立金 281 281 281

投資及び出資金貸付金 252 265 242

繰出金 4,849 5,231 5,419

予備費 150 150 150

小計 32,243 33,367 34,090

89,692 94,596 93,706

区分

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

合計
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（３）各会計の見通し 

 

（４）基金残高の見通し 

 

（５）市債残高の見通し 

 

 本市の市債発行の目標として、各年度の市債残高は、一般会計の予算規模を越えないとしてお

り、実施計画期間では、この目標は達成できる見込みです。 

  

(単位：百万円）

令和８年度
当初予算

令和９年度 令和10年度

89,692 94,596 93,706

介護保険 15,976 16,554 17,148

国民健康保険 14,703 14,824 14,841

後期高齢者医療 4,036 4,129 4,171

土地区画整理事業 1 0 0

小計 34,716 35,507 36,160

水道事業 7,208 5,130 5,357

下水道事業 7,659 6,361 6,335

139,275 141,594 141,558合計

一般会計

会計名

特
別
会
計

企

業

会

計

（単位：百万円）

4,649 △ 1,065 1,845 5,429 △ 1,900 2,091 5,620 △ 2,300 2,238 5,558

1,020 △ 201 819 △ 74 745 △ 188 557

789 △ 140 23 672 △ 140 23 555 △ 170 23 408

244 △ 110 13 147 13 160 △ 100 13 73

947 △ 483 85 549 △ 561 84 72 △ 52 84 104

243 △ 126 10 127 10 137 10 147

1,771 △ 33 150 1,888 △ 30 150 2,008 △ 97 150 2,061

9,663 △ 2,158 2,126 9,631 △ 2,705 2,371 9,297 △ 2,907 2,518 8,908

その他の特定目的基金

合計

減債基金

ふるさと緑の基金

廃棄物処理施設整備等基金

教育、文化及びスポーツ振興基金

消防施設及び消防装備整備基金

令和９年度 令和10年度
令和10年度末
現在高見込額取崩見込額 積立見込額 取崩見込額 積立見込額 取崩見込額 積立見込額

令和９年度末
現在高見込額

財政調整積立基金

区分
令和７年度末
現在高見込額

令和８年度
令和８年度末
現在高見込額

(単位：百万円）

うち臨時財政

対策債

うち臨時財政

対策債

うち臨時財政

対策債

令和７年度末見込額 8,874 0 4,825 1,744 73,283 14,304

令和８年度末見込額 3,561 0 4,715 1,623 72,129 12,681

令和９年度末見込額 5,226 0 5,069 1,589 72,286 11,092

令和10年度末見込額 2,715 0 5,253 1,520 69,748 9,572

新規発行額 償還元金 市債残高

年度
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Ⅶ 取組の方向性 

本市は、他の地域と比較し、次世代を担うこどもたちや２０歳代から３０歳代までの若い世代が増

加しています。 

国立社会保障・人口問題研究所が、令和５年に公表した将来人口推計によると、我が国の総人口は

５０年後に現在の７割に減少し、６５歳以上がおよそ４割を占めると推計されており、今後、本市に

おいてもその影響を受けることは避けられません。 

本市が、将来につながる持続可能なまちづくりを実現していくためには、人口構造や社会情勢の変

化に対応した社会基盤を整備する必要があるとともに、高齢化の進展や子育て世代の増加に対応する

ため、誰もが住みやすい子育て環境の充実、障害者支援、高齢者支援、地域経済の活性化などを、さ

らに進めていかなくてはなりません。 

これらを踏まえ、引き続き、すべての方に良質な住環境と快適な都市環境を創出し、「住み続ける

価値の高いまち」を目指すべく、令和８年度版実施計画の施策別主要事業に位置づけて事業を推進し

ていきます。 

 

Ⅷ 組織改編 

こどものための施策を一層推進し、こどもたちが希望に満ちた未来を描けるよう、令和８年４月１

日付けで組織改編を行い、「子ども家庭部」を「こども未来部」として刷新するとともに、「こども

家庭センター」を設置し、母子保健・児童福祉の両機能の連携・協働を深め、子育て家庭に対して、

切れ目なく、もれなく対応できる環境づくりを推進していきます。 

 

■改編前後組織図 

 

  

― ―

― ―

―

―

― ―

― ―

― ―

― ―

―

―

―

―

― 家庭支援係

こども家庭センター

妊娠・育児サポート係

こども・女性相談係

おやこ保健係

児童館

子ども家庭部 こども未来部

子ども家庭課

子育て支援係

給付係

子ども政策室

保健予防係

成人保健係 成人保健係

親子保健係

虐待・DV防止対策室 児童館

こども未来課

子育て支援係

給付係

こども政策室

妊娠・育児サポート係

健康増進課

改編前（～令和７年度） 改編後（令和８年度～）

部 課 係 部 課 係

健康福祉部 健康福祉部

健康増進課

保健予防係
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Ⅸ 実施計画策定プロセス 

 

  

実施内容 日程等

まちづくり報告書の策定（事業評価） 令和７年６月

市長・副市長概算要望ヒアリングの実施 令和７年７月～同年８月

令和８年度予算に係る財政部長査定の実施 令和７年１１月

令和８年度予算に係る市長・副市長査定の実施 令和７年１２月～令和８年１月

令和８年度予算案の上程・予定主要事業の報告 令和８年第１回定例会

令和８年度版流山市総合計画実施計画の策定 令和８年３月



Ⅹ 施策別主要事業 

 

16 

 

Ⅹ 施策別主要事業 

 総合計画で実施する約９００事業のうち、１７８事業を実施計画の主要事業として位置付けます。 

 その他の事業のうち令和８年度実施事業については、予算に関する説明書に掲載しています。 

（１）主要事業となる対象事業 

１ 従来から実施している事業のうち、重点的に取り組む必要があるもの。 

２ 新規に立ち上げる事業や事業内容を拡充する事業のうち重点的に取り組む必要があるもの。 

３ 公共施設等総合管理計画・個別施設計画に基づく各施設の改修に関するもの。 

 

（２）主要事業の見方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 施策体系 

・どのまちづくりの基本政策、施策に位置付けられるかを示しています。 

 ※全体の体系図はＰ５～７を参照ください。 

・施策に関連するＳＤＧｓの１７の目標をアイコンで示しています。 

② 主な成果指標 

・事業の実施によって見込まれる主な成果指標を示しています。 

・毎年度計画をローリングする際に、主な成果指標についても見直しすることがあります。 

・地方版総合戦略においては、ＫＰＩ（重要業績指標）が求められていることから、計画期間内

の数値目標を示し、これをＫＰＩと読み替えます。 

  

① 

② 

③
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③ 展開方向/主要事業 

■展開方向  総合計画基本計画の各施策の取り組みの展開方向を示しています。 

■予算説明書 事業に関連する令和８年度当初予算説明書の該当ページを示しています。 

「－」となっているものは、上下水道事業に関する企業会計で実施する事業や令

和９年度以降に実施する事業、職員で実施する事業又は国の補正予算を活用し予

算の全部を令和７年度予算に前倒しして実施する事業です。 

■前倒し   「○」がある事業は、国の補正予算を活用し予算の一部又は全部を令和８年度予 

算から令和７年度補正予算に前倒しして実施する事業です。 

■新継区分  事業の「新規」「拡充」「継続」を示しています。 

■会計区分  会計の区分を示しています。 

■予算区分  事業の予算上の区分を示しています。 

経常：法令等に基づき実施する事業や毎年度経常的に実施している事業で、実

施にあたり政策的判断を要さない事業 

政策：政策的課題の解決のため市が独自に実施する事業で、実施にあたっては

政策的判断を要する事業 例）建設事業など 

■実施年度  事業を実施する時期を“■”で示しています。 

■国土強靭化 国土強靭化地域計画の起きてはならない最悪の事態（Ｐ５３）の取り組みとの関

係性を示しています。 

 

「新規」 令和８年度から新たに実施する事業です。 

「拡充」 令和７年度以前からの継続事業ですが、事業内容を拡充する事業です。 

「継続」 令和７年度以前から実施している事業です。 

 

資料編Ｐ６８に掲載しています。 

実施計画では、主な成果指標を掲載して

います。 
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基本政策１ 安心・安全で快適に暮らせるまち  

１－１ 防災 

主な成果指標 

 

【展開方向１】自助・共助・公助が一体となった地域防災力の強化 

 

【展開方向２】災害に強い危機管理体制の整備 

 

【展開方向３】建築物の耐震化の促進 

 
  

補助金を活用している自主防災組織数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 77 77 77 77
実績（見込み）値 73 - - -

組織

R8 R9 R10

P375 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

防災危機管理課

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　自主防災組織の活動を支援するため、資機材整備や防災訓練の実
施、講演会の実施、研修会への参加等の防災に要する経費の一部を
補助します。

自主防災組織活動促進事業

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

R8 R9 R10

P376 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

防災危機管理課

P376 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

防災危機管理課

P375 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

防災危機管理課

　能登半島地震を踏まえた防災対策の推進の一環として、災害時に
おける生命維持のため、自助、共助で補いきれない食料品、生活必
需品、消耗品や資機材等を公助の観点から計画的に整備します。
　また、要配慮者や女性等多様性に配慮してこども用・大人用それ
ぞれの紙おむつや生理用品等の備蓄品、感染症対策としてプライ
ベート空間確保のための災害用テントや衛生的なトイレ等の資機材
を整備します。

公的備蓄整備事業

国土

強靭化

　防災力向上のため、関係法令等の改正に合わせ、地域防災計画の
時点修正を行います。地域防災計画策定事業

　災害時の指定避難所、指定避難場所における被災者の安心・安全
のため、防災施設や防災備蓄倉庫を計画的に整備します。
　令和８年度は、生涯学習センターに災害用井戸、江戸川台小学校
にマンホールトイレの設置工事を行います。

防災施設整備事業

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

R8 R9 R10

P305 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

建築住宅課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　住宅の耐震化の促進を図るため、平成１２年以前に建築された一
戸建ての木造住宅に対する耐震診断・耐震改修費及び昭和５６年以
前に建築された分譲マンションに対する耐震診断費の一部を補助し
ます。
　また、地震災害によるコンクリートブロック塀等の倒壊による人
的被害を防止するため、市内小学校の通学路沿いの危険なコンク
リートブロック塀等の所有者に対し、除却費等の一部を補助しま
す。

耐震改修促進事業

関連する SDGｓ 
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１－２ 消防・救急 

主な成果指標 

 

【展開方向１】消防体制の強化 

 

【展開方向２】救急救助体制の強化 

 

【展開方向３】消防・救急意識の向上 

 

  

救急車の現場到着時間（平均現場到着時間）
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 9 9 9 9
実績（見込み）値 10 - - -

人口１万人当たりの出火件数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 1.0 1.0 1.0 1.0
実績（見込み）値 1.5 - - -

分

件

R8 R9 R10

P370 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-2

警防救急課

P369 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■ 2-2

中央消防署

P368 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-2

警防救急課

P368 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

消防総務課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　各種災害に対応するため、消防車両等更新基準に基づき、各消防
署が運用する車両や備品を新規・更新整備します。
　令和８年度は、北消防署の高規格救急車を２台整備します。

消防車両整備事業

　隊員の安全を確保するため、消防資機材を整備するほか、保有し
ている資機材の保守点検整備を行います。
　また、市民の防災に対する啓発として、災害体験用ＶＲを整備し
ます。

消防資機材整備事業

　消防指令業務の効率化や広域応援体制の円滑化を図るため、ちば
北西部消防指令センター（松戸市）の指令業務、Ｊアラート（予備
機）及び消防救急無線の維持管理業務等を行います。
　また、消防救急デジタル基地局無線装置（千葉県事業）の再整備
を行うため、負担金を支払います。

消防指令業務運用事業

　地域防災力の充実を図るため、各消防団機械器具置場の改修を計
画的に行います。
　令和８年度は、第６分団及び第１８分団機械器具置場の和式トイ
レを洋式トイレに改修する工事を行います。

消防団機械器具置場整備事業

国土

強靭化

R8 R9 R10

P354 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-2

消防総務課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　救急現場等で活動する隊員の知識や技術の向上を図るため、指導
救命士（※１）、救急救命士（※２）及び救急隊員（※３）を養成
します。
　また、救急救命士として就業するため、市内の病院と連携し、実
習を行い、迅速かつ的確に救命処置を行えるようにします。
※１　指導救命士：救急救命士や救急隊の育成指導を行う職員
　　　　　　　　　のこと。
※２　救急救命士：高度な救急技術を習得した職員のこと。
※３　救急隊員　：救急業務の基礎知識や技術を習得した職員
　　　　　　　　　のこと。

救急救命士養成事業

R8 R9 R10

P367 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■ 1-1

予防課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　火災による被害の軽減を図るため、住宅用火災警報器の設置促進
や消防団による火災予防の広報、出火の防止及び防火思想の普及啓
発を行います。

火災予防運動啓発事業

国土

強靭化

関連する SDGｓ 
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１－３ 交通安全・防犯・消費生活 

主な成果指標 

 

【展開方向１】交通安全対策の充実 

 

【展開方向２】防犯対策の充実 

 

【展開方向３】消費生活センターの充実 

 

 

   

   

  

人身事故発生件数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 300 290 280 270
実績（見込み）値 310 - - -

犯罪に関して市内（自宅周辺）は安全だと感じる市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 65.0 65.0 65.0 65.0
実績（見込み）値 66.7 - - -

件

％

R8 R9 R10

P115 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

道路管理課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　交通事故が多発している道路、その他緊急に交通の安全を確保す
るため、必要がある道路に、道路照明や道路反射鏡（カーブミ
ラー）等、交通安全施設を整備して環境の改善を図ります。

交通安全施設整備事業

R8 R9 R10

P124 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 8-4

コミュニティ課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　安心・安全な市民生活を推進するため、防犯カメラの設置・更新
を行うほか、流山市民安全パトロール隊や自主防犯パトロール隊の
防犯活動を支援します。

安心安全支援事業

R8 R9 R10

P300 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

コミュニティ課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　消費者被害の未然防止や救済を行うため、専門の相談員を配置
し、相談対応及び情報提供を行います。消費者情報提供事業

消費生活センターでの相談の様子 啓発活動するパトロール隊員の様子 

関連する SDGｓ 
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１－４ 地域コミュニティ・市民協働 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地域コミュニティの活性化 

 

【展開方向２】地域コミュニティとの協働・連携 

 

 

   

   

自治会加入率
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 67.0 67.0 67.0 67.0
実績（見込み）値 57.4 - - -

市民活動推進センター登録団体数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 250 260 270 270
実績（見込み）値 252 - - -

団体

％

R8 R9 R10

P119 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

コミュニティ課

P120 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

コミュニティ課

P121 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

コミュニティ課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　自治会の円滑な運営のため、活動の拠点となる自治会館の維持管
理に要する経費の一部に対し補助金を交付します。
　また、活動活性化に資する講座の開催等により活動を支援しま
す。
　令和８年度は、５自治会で大規模修繕を行い、２自治会で空調設
備を設置します。

自治会活動助成事業

　自治会の円滑な運営のため、活動の拠点となる自治会館の建設
（新築・増築）に要する経費の一部に対し補助金や貸付金を交付
し、活動を支援します。
　令和８年度は、１自治会に補助金を交付します。

自治会館建設費補助事業

　地域住民が連帯感を持ち、快適で健全な生活環境のもとで健康的
生活の向上を図るため設置されているコミュニティホームの安心・
安全で快適な施設環境を確保するため、第３コミュニティホームの
移転及び旧第３コミュニティホームの解体工事を行います。
　令和８年度　解体工事（旧第３コミュニティホーム）

コミュニティホーム改修事業

R8 R9 R10

P121 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

コミュニティ課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　市民活動団体による公益的な活動を支援するため、活動・支援拠
点である市民活動推進センターの運営や各団体が行う公益事業に対
し補助金を交付し、協働によるまちづくりを推進します。

市民活動推進事業

自治会活動活性化のためのセミナーの様子 市民活動フェスタの様子 

関連する SDGｓ 
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基本政策２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち  

２－１ 健康・医療 

主な成果指標 

 

【展開方向１】ライフステージに応じた市民の健康づくり 

 

【展開方向２】疾病の早期発見 

 
  

特定保健指導利用率
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 27.0 28.0 29.0 30.0
実績（見込み）値 24.6 - - -

％

R8 R9 R10

P242 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

健康増進課

P240 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

こども家庭センター

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　母子の健康の保持増進を図るため母子保健法に基づき、乳児健康
診査、３か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査を行います。
　令和２年度中より新型コロナウイルス感染症の感染予防の観点か
ら、集団健診から医療機関で行う個別健診へ変更していた小児科診
察を令和７年度から通常の集団健診での方法に戻して実施してお
り、受診者の負担軽減を図ると共に引き続き健康診査受診後の継続
支援の体制を構築します。

母子健康診査事業

　誰もが、生涯を通じ生き生きと自分らしく充実した人生を送る社
会を実現するため、第２次健康づくり支援計画（令和２～１１年
度）に基づき、乳幼児期から高齢期までの全ての市民を対象とした
健康づくりを推進します。
　ヘルスアップ教室や健康づくり推進員活動、市民健康まつり、健
康チェックコーナー等を通じて、健康的な生活習慣を身につけるた
めの機会の提供や健康情報の普及啓発、受動喫煙防止等のたばこ対
策、保育所や学校等と連携した食育の推進などを行います。

健康づくり支援事業

R8 R9 R10

P247 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■ 2-5

健康増進課

P248 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

健康増進課

P633 - 継続 国保 政策 ■ ■ ■

健康増進課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　感染症による疾病の予防及び公衆衛生の向上を図るため、感染症
の発生及び蔓延を予防するための予防接種を行います。
　また、新たに定期予防接種となるＲＳウイルス感染症予防接種に
ついて、対象者への周知と円滑に接種できる体制を構築します。
　さらに、５０歳から６４歳の方を対象に帯状疱疹ワクチン任意予
防接種の費用助成を開始します。

予防接種事業

　健康に関する知識の向上、生活習慣の改善、疾病の早期発見・早
期治療のため、健康増進法に基づき、健康診査や各種がん検診を実
施します。
　令和８年度からは受診しやすい体制づくりのために、これまでの
セット検診の他に子宮頸がん検診と乳がん検診超音波検査及び胃が
ん検診と肺がん検診のセット検診を新たに加えます。
　また、若年層への自殺対策として、相談を受ける際に活用できる
ガイドブックや動画、冊子、ポスターの啓発資材の作成等、引き続
き様々な取組を実施します。
　さらに、各種検診受診や、自主的な健康づくりの意識づけを行う
ため、健康ポイント事業を実施します。

健康増進事業

　生活習慣病の早期発見と予防のため、国民健康保険被保険者を対
象に、特定健康診査や特定保健指導を実施します。
　特定保健指導については実施率向上を図るため、これまでの医療
機関への委託に加え、夜間休日にも対応可能な民間事業者への委託
を新たに導入します。生活習慣病重症化予防については、医療機関
の受診が必要な方をＡＩにより抽出し、受診勧奨を行います。
　また、流山市国民健康保険第３期データヘルス計画及び第４期特
定健康診査等実施計画の中間評価を行い必要な見直しを行います。

特定健康診査等事業

関連する SDGｓ 
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【展開方向３】地域医療体制や健康危機管理体制づくり 

 

 

   

   

  

R8 R9 R10

P251 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■ 2-2

健康増進課

P245 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-5

健康増進課

P245 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

健康増進課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　流山市医師会・流山市歯科医師会・流山市薬剤師会の協力を得
て、平日夜間・休日診療所及び夜間小児救急における初期診療・応
急処置（第１次救急）、市内３病院における第２次救急等の医療提
供体制の確保を行います。
　また、市内の病院等における看護師等を確保するため、病院内保
育を運営する病院に対し、費用の一部を補助するほか、看護学校等
に在学中で、将来市内の病院等施設で看護師等として働く意思のあ
る方に対し、修学資金の貸付けを行います。

医療体制整備・確保事業

　災害や新型インフルエンザ等感染症等、市民の生命や健康を脅か
す健康危機が発生した場合に備えるため、県や関係機関との連携・
協力のもと、健康危機管理体制を整えます。
　災害発生時に備えるため、災害医療対策会議を開催し、救護所の
開設や情報伝達訓練等を実施します。
　また、救護所用の医療資器材や医薬品の備蓄を行う等、医療救護
体制を整備します。

健康危機管理整備事業

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、保健センターの改
修工事を行います。
　令和８年度は、保健センター庁舎の分電盤改修工事を行います。

保健センター施設整備事業

３歳児健診の様子 
健康啓発イベント 

「健康いきいきフェア 2025」の様子 
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２－２ 生涯学習 

主な成果指標 

 

【展開方向１】多様な生涯学習機会の充実 

 

【展開方向２】生涯学習の環境整備 

 
 

   

   

  

図書館全館（７館）乳幼児（６歳まで）の利用者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 23,683 20,700 21,000 21,300
実績（見込み）値 17,200 - - -

人

R8 R9 R10

P433 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

図書館

P436 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

図書館

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　多様な読書及び情報ニーズに応えるため、図書を始め電子書籍、
雑誌、新聞、視聴覚資料（ＣＤ 、ＤＶＤ、紙芝居）等、必要な資料
を購入します。

図書館資料購入事業

　こどもたちが幼い頃から本に親しめる環境整備を支援するため、
「第２次流山市子どもの読書活動推進計画」に基づくブックスター
ト関連事業として市内子育て関連施設に絵本のブックセットを設置
します。
　また、こどもの読書活動を推進するための講座を開催します。

子どもの読書活動推進事業

R8 R9 R10

P425 - 継続 一般 政策 ■ ■ 1-1

公民館

P428 - 継続 一般 政策 ■ 1-1

公民館

P421 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

文化芸術・生涯学習課

P435 - 新規 一般 政策 ■ 1-1

図書館

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、初石公民館の改修
工事を行います。
　令和８年度は、受変電設備の更新工事を行います。

初石公民館施設整備改修事業

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、生涯学習センター
の改修工事を行います。
　令和８年度は、全館トイレの和便器を洋式化、非常用発電機の更
新、多目的ホールの改修工事のための設計業務委託、消火器の更新
を行います。

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、木の図書館の改修
工事を行います。
　令和８年度は、緑化帯のあるひさしを改修する工事、中水ポンプ
の更新工事を行います。

木の図書館改修事業

生涯学習センター整備充
実事業

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、南流山センターの
改修工事を行います。
　令和８年度は、受変電設備の更新工事を行います。

南流山センター施設整備
改修事業

南流山地域図書館の内部の様子 木の図書館の外観 

関連する SDGｓ 



Ⅹ 施策別主要事業 

基本政策２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち 

25 

 

２－３ 文化芸術・歴史 

主な成果指標 

 

【展開方向１】市民主体の文化芸術活動の促進 

 

【展開方向２】優れた文化芸術に親しめる機会の充実 

 

【展開方向３】歴史的文化的遺産の保存・活用 

 

 

   

   

  

過去１年間に文化芸術活動を行ったことがある市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 55.0 55.0 55.0 55.0
実績（見込み）値 54.4 - - -

％

R8 R9 R10

P419 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

文化芸術・生涯学習課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　市民主体の文化芸術活動を促進するため、市内の文化芸術団体の
発表の場であり、市内の代表的な文化の祭典として、流山市文化祭
実行委員会が開催する文化祭の事業費の一部を補助します。

文化祭開催事業

R8 R9 R10

P441 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

博物館

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　利用者に安心・安全な生涯学習施設を提供するため、一茶双樹記
念館及び杜のアトリエ黎明の改修工事を行います。
　令和８年度は、経年により老朽化した一茶双樹記念館の表門や裏
門、塀、光悦寺垣の部分補修工事を行います。

一茶双樹記念館及び杜の
アトリエ黎明改修事業

R8 R9 R10

P448 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

博物館

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　令和６年７月に認定された流山市文化財保存活用地域計画に則
り、市内の文化財指定・登録を進めていきます。
　また、地域文化財の保存と活用を図っていきます。

文化財保護推進事業

流山市文化祭オープニングセレモニーの様子 赤城神社 拝殿 

関連する SDGｓ 
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２－４ スポーツ 

主な成果指標 

 

【展開方向１】スポーツ活動の促進 

 

【展開方向２】スポーツ環境の整備 

 

 

   

   

  

屋内外体育施設利用者実数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 973,000 974,000 975,000 976,000
実績（見込み）値 978,330 - - -

人

R8 R9 R10

P457 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

スポーツ振興課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　競技スポーツやレクリエーション活動の場を提供するため、市民
スポーツ大会や流山ロードレース大会、スポーツフェスタ等を開催
します。
　また、ジュニア期の指導に関わる指導者向けの講習会を実施し、
こどもたちの安心・安全なスポーツ環境を整えます。

スポーツ講習会・大会開
催事業

R8 R9 R10

P460 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

スポーツ振興課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、スポーツ施設の改
修工事を行います。
　令和８年度は、コミュニティプラザの駐車場舗装改修工事やおお
たかの森スポーツフィールドにパーゴラ（日除け施設）を設置する
工事を行います。

体育施設改修・整備事業

流山ロードレース大会の様子 
おおたかの森スポーツフィールドに 
設置するパーゴラ（日除け施設） 

関連する SDGｓ 
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基本政策３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

３－１ みどり・生物多様性 

主な成果指標 

 

【展開方向１】みどりの保全 

 

【展開方向２】みどりの創出 

 

【展開方向３】生物多様性の保全・回復 

 

  

市内は緑が豊かで潤いがあり、緑とのふれあいに満足していると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 88.0 88.0 88.0 88.0
実績（見込み）値 86.8 - - -

％

R8 R9 R10

P338 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

みどりの課

P341 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

みどりの課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　みどりを守り、育てる人材を育成するため、ボランティア育成や
緑化に係る各種講習会を実施し、本市の魅力づくりに市民と協働で
取り組みます。

みどりを支える人づくり事業

　都市環境の向上や市民の憩いの場の維持を図るため、樹林の保全
や保存に向けた取組を進めます。良質なみどりの拠点保全事業

R8 R9 R10

P339 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

みどりの課

P339 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

みどりの課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　まちなかに憩い安らげる空間を確保するため、つくばエクスプレ
ス沿線の土地区画整理事業の進捗に合わせて、都市施設として必要
な公園施設を整備します。
　令和８年度は、総合運動公園においてインクルーシブ遊具設置工
事やサイン設置工事を行います。

新たな賑わい空間創出事業

　公園利用者に安全で快適な場を確保し、利便性の向上を図るた
め、既存公園の遊具を始めとした公園施設の安全点検・補修・更新
を行います。
　令和８年度は、南流山６号公園と平和台１号公園でトイレの改修
を行います。
　また、既成市街地の各公園で施設更新を行います。

安心安全な公園づくり事業

R8 R9 R10

P255 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

環境政策課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　生物多様性に対する理解を深めるため、令和８年３月改定の生物
多様性ながれやま戦略（第三期）に基づき、小中学生や保育園児等
が参加して行う植樹や各拠点のモニタリング調査、市野谷の森探
検、生物多様性シンポジウム等の自然体験イベント、市の鳥に関す
る事業等を実施し、市民への生物多様性に関する啓発を行います。

生物多様性地域戦略推進事業

関連する SDGｓ 
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３－２ 市街地整備・景観 

主な成果指標 

 

【展開方向１】つくばエクスプレス沿線整備の促進 

 

【展開方向２】市街地のまちづくり 

 
【展開方向３】景観形成の促進 

  

流山市は住み心地の良いまちであると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 84.5 85.0 85.5 90.0
実績（見込み）値 88.4 - - -

良好な市街地が形成・維持されていると感じている市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 78.5 79.0 79.5 80.0
実績（見込み）値 85.2 - - -

％

％

R8 R9 R10

P332 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

まちづくり推進課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　事業の促進を図るため、県との費用負担協定に基づき、運動公園
周辺地区一体型特定土地区画整理事業に係る対象額の２分の１を負
担します。

運動公園周辺地区一体型特

定土地区画整理負担事業

R8 R9 R10

P330 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

まちづくり推進課

P324 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

都市計画課

P329 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

まちづくり推進課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　「住み続ける価値の高いまち」を実現させるため、都市計画で敷
地面積の最低限度を定めることで、敷地の細分化を抑制し将来にわ
たり良質な居住環境を確保します。
　令和８年度は、制度設計及び素案の作成等を行います。

都市計画見直し事業

　江戸川台駅東口周辺地区について、「ここに居たい、ここに来た
い」と感じられる場づくりのため、駅前広場・ジェトロ跡地・商店
街通りを核とした再整備を行います。
　駅前広場は駅利用に合った広場の改修を令和１０年度の供用開始
に向けて、ジェトロ跡地は公民連携により周辺公共施設の集約と賑
わいの核となる施設整備を令和９年度の供用開始に向けて、商店街
通りは地元との合意形成を図りながら道路整備を令和９年度の供用
開始に向けて、それぞれ実施していきます。
　令和８年度　　駅前広場の用地取得及び整備工事
　　　　　　　　ジェトロ跡地施設設計及び整備工事(民間整備)
　　　　　　　　商店街道路工事
　　　　　　　　北部地域包括支援センター跡地駐車場設計等
　令和９年度　　駅前広場整備工事
　　　　　　　　ジェトロ跡地施設整備工事(民間整備)
　　　　　　　　商店街道路工事
　　　　　　　　北部地域包括支援センター跡地駐車場整備工事等
　令和１０年度　駅前広場整備工事
　　　　　　　　北部地域包括支援センター跡地駐車場整備工事等

江戸川台駅東口周辺地区
再整備事業

　南流山駅周辺のまちなみづくりのため、駅前広場の再整備につい
て、令和７年度策定した基本計画をもとに基本設計を行います。
　また、南流山駅周辺地区まちなみづくり促進奨励金制度に基づく
奨励金の交付を行います。

南流山駅周辺市街地再整
備事業

R8 R9 R10

P332 - 継続 一般 政策 ■ 1-2

まちづくり推進課

P324 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

都市計画課

P324 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

都市計画課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　本市の良好な景観を形成するため「流山市景観計画」に基づき、
指導・誘導及び啓発を行います。景観形成推進事業

　良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害防止のため、
広告物等について適正な規制と啓発を行います。広告物等推進事業

　流山おおたかの森駅周辺の西口・南口を繋ぐセンター地区道路に
おいて、歩行者の安全確保を図るため、車両の通行を抑制するとと
もに、まちの回遊性を創出する空間整備を行います。
　令和８年度　２工区整備（市道４０１３７号）

流山おおたかの森駅周辺
まちなみづくり事業

関連する SDGｓ 
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３－３ 道路 

主な成果指標 

 

【展開方向１】円滑に移動できる道路整備 

 

【展開方向２】安全で快適な道路環境の確保 

 

  

快適に移動できる道路網が整備されていると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 75.0 75.0 75.0 75.0
実績（見込み）値 76.6 - - -

％

R8 R9 R10

P334 - 継続 一般 政策 ■ 1-2

道路建設課

P335 - 継続 一般 政策 ■ ■ 1-2

道路建設課

P313 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

道路建設課

P315 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

道路建設課

P314 - 継続 一般 政策 ■ ■ 1-2

道路建設課

- - 継続 一般 政策 ■ 1-2

道路建設課

P334 - 新規 一般 政策 ■ ■ ■ 1-2

道路建設課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　東小学校の通学路として安全を確保するため、歩道幅員を拡幅
し、歩行者の通行に配慮した道路を整備します。
  令和８年度　用地取得
　令和９年度　道路改良工事

　歩行者の安全を確保するとともに、美田地区と駒木地区を結ぶ交
通の円滑化及び骨格となる道路交通網の充実を図るため、道路を整
備します。
　令和８年度　公共下水道（雨水）整備工事
　令和９年度　道路整備工事

　野々下地区と思井地区を結ぶ都市計画道路について、八木南小学
校の通学路への通過交通の流入を抑制し、通学児童の安全を確保す
るとともに、骨格となる道路交通網を充実させるため、隣接する土
地区画整理事業の進捗に合わせ道路を整備します。
　令和８年度　道路予備設計
　令和９年度　路線測量

都市計画道路３・４・１１号

野々下思井線道路改良事業

　つくばエクスプレス沿線整備地区のまちづくりを支援するため、
県が広域的な幹線道路を整備する費用の一部を負担します。

　緊急時の大型車両の通行や歩行者及び自転車の安全な通行を確保
するとともに、周辺地区における通行の円滑化を図るため、名都借
跨線橋を含む当該路線延長３２５ｍ区間において、令和９年度の供
用開始を目指し、車両の相互通行が可能となるよう道路拡幅改良工
事を行います。
　令和８年度　　ＪＲ施行委託、付帯工事　等
　令和９年度　　ＪＲ施行委託、付帯工事　等
  令和１０年度　家屋調査　等

名都借跨線橋道路拡幅改
良事業

　市内にある狭隘道路における地域住民の通行の安全及び生活環境
の向上に寄与するため、道路の拡幅や歩道整備及び新設等の改良を
行います。
　令和８年度　用地取得、詳細設計（大字中野久木）
　　　　　　　道路整備工事（西深井小、西平井）　等

区画道路改良事業

都市計画道路３・２・２５号

下花輪駒木線道路改良事業

東小学校前通学路道路拡
幅整備事業

都市計画道路３・４・８号

美田駒木線道路改良事業

　歩行者の安全を確保するとともに、南流山地区と東部地区を結ぶ
交通の円滑化及び骨格となる道路交通網の充実を図るため、隣接す
る区画整理事業の進捗に合わせて道路整備を行います。
　令和８年度　道路改良工事

都市計画道路３・４・９号南

流山名都借線道路改良事業

R8 R9 R10

P311 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

道路管理課

P316 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

道路管理課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　道路使用者の安全性を高めるため、道路や道路附属施設を適切に
管理し、健全な道路環境を保全します。道路維持補修事業

　耐久性を延ばし、修繕費の削減を図りつつ、通行の安全を確保す
るため、市が管理する橋りょうの維持修繕及び適正管理を行いま
す。

橋りょう補修事業

関連する SDGｓ 



Ⅹ 施策別主要事業 

基本政策３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

30 

 

３－４ 河川・排水 

主な成果指標 

 

【展開方向１】雨水排水施設の整備 

 

【展開方向２】河川環境の整備 

 

 

   

   

  

内水氾濫による床上浸水の棟数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 0 0 0 0
実績（見込み）値 0 - - -

棟

R8 R9 R10

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■ 1-3

下水道建設課

P321 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-3

河川課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　浸水被害防止のため、雨水排水施設を整備します。
　令和８年度　　舗装復旧工事（長崎、江戸川台西）
　　　　　　　　排水整備工事（東深井、駒木）等
　令和９年度　　舗装復旧工事（東深井、駒木）等
　　　　　　　　排水整備工事（西初石）等
　令和１０年度　舗装復旧工事（西初石）等
　　　　　　　　排水整備工事箇所未定

雨水排水施設整備事業

　土地区画整理事業施行者の県と事業進捗を図るため、運動公園周
辺地区一体型特定土地区画整理事業の造成計画の推進状況に合わ
せ、雨水管を整備します。

地区内雨水整備事業

R8 R9 R10

P320 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-3

河川課

P319 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

河川課

　河川及び関連施設管理のため、適切な排水機能を維持できるよう
に補修工事及び修繕工事を行います。河川等維持補修事業

　浸水被害防止のため、準用河川及び水路等に自然堆積する土砂等
を浚渫及び処分を行います。
　水路等の浚渫・汚泥処分業務委託（単価契約）
　新川承水路浚渫・汚泥処分委託（緊急浚渫推進事業）
　準用河川八木川堆積土砂撤去工事（緊急浚渫推進事業） 等

水路等浚渫事業

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

浚渫・汚泥処分を行う新川承水路 堆積土砂の撤去を行う八木川 

関連する SDGｓ 
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３－５ 上下水道 

主な成果指標 

 

【展開方向１】安全な水道水の安定供給 

 

【展開方向２】計画的な下水道事業の推進 

  

安全で良質な水道水が安定的に供給されていると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 97.0 97.5 98.0 98.0
実績（見込み）値 95.7 - - -

公共下水道普及率
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 96.5 97.0 97.5 98.0
実績（見込み）値 95.5 - - -

％

％

R8 R9 R10

- - 継続 水道 政策 ■ ■ ■ 2-1

水道工務課

- - 継続 水道 政策 ■ ■ ■ 2-1

水道工務課

- - 継続 水道 政策 ■ ■ ■ 2-1

水道工務課

- - 継続 水道 経常 ■ ■ ■ 2-1

経営業務課

- - 継続 水道 政策 ■ ■ ■ 2-1

水道工務課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　市民への安全な水の安定供給を継続して行うため、つくばエクス
プレス沿線の土地区画整理事業に係る配水管を拡張します。

　市民への安全な水の安定供給を継続して行うため、老朽化した配
水管等を耐震管へ計画的に更新します。老朽配水管等耐震化事業

　市民への安全な水の安定供給を継続して行うため、主要な配水管
等を耐震管へ計画的に更新します。
　令和８年度は、南部地域主要配水管の改良工事を行います。

主要配水管等耐震化事業

ＴＸ沿線整備地区配水管
拡張事業

　効率的な上下水道事業の経営を行うため、水道料金及び下水道使
用料の徴収に係る水道メーターの検針から料金の収納に至る一連の
業務を、包括的に民間事業者に委託します。

　市民への安全な水の安定供給を継続して行うため、おおたかの森
浄水場の中央監視室で、他３か所（江戸川台・西平井・東部）の浄
水場を遠隔で監視制御している中央監視システムの更新工事を行い
ます。

上下水道料金徴収等業務
委託事業

浄水場中央監視システム
更新事業

R8 R9 R10

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■

下水道建設課

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■

下水道建設課

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■

下水道建設課

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■ 6-3

下水道建設課

- - 継続 下水 政策 ■ ■ ■ 6-3

下水道建設課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　安心・安全な下水道サービスを提供するため、若葉台及び美田地
先の下水道管路施設の改築を行います。ストックマネジメント事業

　既成市街地における良好な生活環境を提供するため、長崎及び前
ケ崎地先の下水道を整備します。

　既成市街地における良好な生活環境を提供するため美田地先の下
水道を整備します。

　利根運河等の水質改善を図るため、浄化槽計画区域で行う合併処
理浄化槽の設置費用の一部を補助します。浄化槽設置事業

　土地区画整理事業と下水道事業の事業進捗を図るため、運動公園
周辺地区一体型特定土地区画整理事業の進捗に合わせ、汚水管を整
備します。

地区内汚水整備事業

江戸川左岸流域関連公共
下水道整備事業

手賀沼流域関連公共下水
道整備事業

関連する SDGｓ 
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３－６ 交通 

主な成果指標 

 

【展開方向１】広域交通ネットワークの充実 

 

【展開方向２】地域公共交通ネットワークの充実 

 

  

公共交通に満足している市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 76.0 76.0 80.0 80.0
実績（見込み）値 82.8 - - -

ぐりーんバスの年間利用者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 940,000 940,000 940,000 940,000
実績（見込み）値 900,000 - - -

％

人

R8 R9 R10

- - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

まちづくり推進課

P327 - 継続 一般 政策 ■ 1-1

まちづくり推進課

P327 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-3

まちづくり推進課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　流鉄の輸送安定及び踏切等通行者の安全を確保するため、法令に
基づく保安設備等の整備に係る費用の一部を補助します。鉄道設備整備補助事業

　利用者の更なる安全確保及び利便性向上を図るため、つくばエク
スプレスの車両編成８両化・東京駅延伸の早期実現について、首都
圏新都市鉄道株式会社へ要望します。

ＴＸ東京駅延伸促進事業

　東武野田線初石駅の利便性を向上させるため、西口駅前広場の将
来計画について、東武鉄道株式会社と協議を継続します。初石駅施設整備事業

R8 R9 R10

P327 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-3

まちづくり推進課

P326 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-3

まちづくり推進課

P328 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■

まちづくり推進課

- - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

まちづくり推進課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　自転車及び歩行者の安全性、快適性、利便性の向上を図るため、
自転車ネットワーク計画に基づき、公共施設及び鉄道駅等を結ぶ都
市計画道路を中心に自転車通行空間を整備します。

自転車ネットワーク整備事業

　市内の回遊性や近隣市域との往来の利便性向上を図るため、公共
施設にシェアサイクルステーションを設置します。シェアサイクル事業

　交通利便性を向上させるため、民間バス路線の運行が困難かつ需
要の見込める地域における交通手段確保を目的として、駅と周辺住
宅地を結ぶコミュニティバスを運行します。

ぐりーんバス運行事業

　地域公共交通を維持・確保するため、地域公共交通の現状・問題
点、課題の整理を踏まえて、地域にとって望ましい公共交通網のす
がたを明らかにするとともに、妊産婦が通院や健診等でタクシーを
利用する際の費用の一部の助成、高齢者免許返納一時金制度、デマ
ンドタクシーの導入等、まちづくりと連携した面的な公共交通ネッ
トワークを整備します。
　令和８年度は、流山本町でグリーンスローモビリティを運行でき
るよう整備します。

地域公共交通活性化事業

関連する SDGｓ 
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３－７ 住宅 

主な成果指標 

 

 

【展開方向１】住生活の安定と向上 

 

【展開方向２】空き家対策の推進 

 

 

   

   

  

住宅の空き家率
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 - - - -
実績（見込み）値 2.7 - - -

％

R8 R9 R10

P344 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

建築住宅課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　安全で快適な市営住宅を長期間にわたって維持するため、流山市
公営住宅等長寿命化計画に基づき適切に改修や改善を行い、長寿命
化によるライフサイクルコストの縮減を図ります。
　令和８年度は、大橋団地１号棟屋上の防水改修工事及び柳田団地
増圧給水ポンプの更新工事を行います。

市営住宅整備事業

R8 R9 R10

- - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

建築住宅課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　適切に管理されていない空家の解消を推進するため、法律や条例
に基づき、所有者に対し指導・助言・勧告などの必要な措置を講じ
るとともに、空家対策を効果的に行うため、住生活基本計画及び空
家等対策計画に沿って取り組みます。

空き家対策事業

※５年ごとに実施する「住宅・土地統計調査（総務省）」で実績値が算出されるため、各年の目標値の設定はしていません。 

 令和７年度の実績値は、令和５年度の統計調査の実績値が記載されています。 

防水改修工事を行う大橋団地屋上 流山市住生活基本計画・流山市空家等対策計画 

関連する SDGｓ 
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３－８ 生活環境 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地球温暖化対策の推進 

 

【展開方向２】生活環境の保全 

 

 

   

   

  

路上喫煙等防止過料件数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 80 80 80 80
実績（見込み）値 23 - - -

件

R8 R9 R10

P255 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

環境政策課

P256 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■ 2-1

環境政策課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　市域の脱炭素を推進するため、ゼロカーボンシティ（※）とし
て、地球温暖化対策実行計画に基づき、太陽光発電設備や蓄電池等
への補助、市民環境講座や緑のカーテンによる啓発等を行います。
　令和８年度は、姉妹都市の長野県信濃町との森林整備に関する協
定に基づき、森林整備費用の一部を負担することで同町でのＣＯ２
吸収量を本市の排出量と相殺（カーボンオフセット）します。
※　２０５０年に二酸化炭素排出量を実質ゼロにすることを表明
　した自治体のこと。

地球温暖化対策事業

　地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）を活
用し、令和７年度から令和１１年度までの５か年を実施期間とし、
地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の達成に向け、民生部門の
創エネ、省エネを推進します。
　また、レジリエンス施策と合わせ脱炭素事業を推進することが求
められていることから、発災時の個人住宅や事業者の電力確保、強
靭化、ＥＶ確保等に関し補助します。
　令和８年度は、太陽光発電設備、蓄電池の導入補助等に加え、既
存住宅の断熱改修、太陽熱利用設備、ＥＶカーシェアに対し補助し
ます。

脱炭素重点対策事業

R8 R9 R10

P258 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

環境政策課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　路上喫煙等を防止し環境美化を推進するため、「流山市路上喫煙
の防止及びまちをきれいにする条例」に基づき、重点区域のパト
ロール、クリーンボランティアによる地域清掃を行います。

路上喫煙の防止及びまち
をきれいにする事業

路上喫煙防止パトロールの様子 カーボンオフセット協定式の様子 

関連する SDGｓ 
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３－９ 廃棄物 

主な成果指標 

 

【展開方向１】ごみの減量化・資源化の推進 

 

【展開方向２】一般廃棄物の適正処理 

 

 

   

    

１人１日当たりのごみ発生量
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 779 775 771 689
実績（見込み）値 700 - - -

資源化率
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 28.1 28.1 28.1 30.6
実績（見込み）値 29.2 - - -

ｇ

％

R8 R9 R10

P271 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

クリーンセンター

P269 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

クリーンセンター

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　資源物の有効利用の促進とごみの減量化を図るため、集団回収を
実施するリサイクル団体の活動を支援するほか、ごみ減量化促進ポ
スターコンクール及び各種講座等を開催します。
　また、生ごみ肥料化処理器購入者に対し費用の一部を補助しま
す。

リサイクル推進事業

　良好な生活環境を維持するため、市内各家庭から排出された燃や
すごみ、燃やさないごみ、粗大ごみ等の一般廃棄物を衛生的かつ迅
速に収集します。
　また、家庭ごみ及び事業系廃棄物の正しい分別・排出方法の周知
啓発等を通じ、市の一般廃棄物の減量・資源化や適正処理を促進し
ます。

ごみ収集事業

R8 R9 R10

P273 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 8-1

クリーンセンター

P277 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 8-1

クリーンセンター

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　ごみ焼却施設の安全操業、適正な廃棄物処理を実施するため、定
期的に設備を点検・整備します。ごみ焼却施設整備事業

　森のまちエコセンターの安全操業、適正な廃棄物処理を実施する
ため、定期的に設備を点検・整備するとともに、今後の点検・整備
のための基本設計を実施します。

森のまちエコセンター施
設整備事業

ごみ減量化促進ポスターコンクールの市長表彰の様子 森のまちエコセンター 

関連する SDGｓ 
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基本政策４ 賑わいと魅力のあるまち 

４－１ 地域経済 

主な成果指標 

 

【展開方向１】魅力ある事業者の育成・誘致 

 

【展開方向２】就労の支援 

 

  

創業数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 10 10 10 10
実績（見込み）値 22 - - -

就職個別相談就職者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 60 60 60 60
実績（見込み）値 60 - - -

件

人

R8 R9 R10

P290 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 5-1

商工振興課

P292 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

商工振興課

P293 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

商工振興課

P279 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

商工振興課

P293 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

商工振興課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　創業を支援するため、女性向け創業スクールを開催するほか、創
業に関する個別相談窓口を設置します。創業支援事業

　エネルギー価格や材料費の高騰等、社会・経済情勢が激しく変化
する中、持続的な経営に向け販路拡大や生産性向上を目指す小規模
事業者の取組を促進するため、対象経費の一部を補助します。

小規模事業者持続化促進事業

　市内中小企業者の継続的な事業活動を推進するため、従業員の確
保を目的とした求人に対する取組に対して経費の一部を補助しま
す。
　また、多様な人材が活躍できる職場づくりを推進するため、多様
な人材の採用・定着を目的とした設備などの整備費用等の一部を補
助します。

中小企業人材確保支援事業

　市の産業振興、地域経済の活性化及び働き手にとって魅力のある
職場の選択肢の拡充を図るとともに、将来的な財源を確保するた
め、企業等の立地を促進します。

企業立地促進事業

　市内中小企業者が事業発展と維持に必要な資金を円滑に調達でき
るよう、金融機関を通じた資金融資の実施及び市の制度融資利用者
に対し融資利息の一部を補助します。

中小企業資金融資事業

R8 R9 R10

P280 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

商工振興課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　求職者が自信をもって円滑に就職活動ができ、就労に結び付ける
ため、就職支援セミナー、就職・就労個別相談や就職氷河期世代向
けのＰＣスキルアップ講座を実施し、就労に至るまでワンストップ
型の伴走支援を行います。

就職支援セミナー企画運
営事業

関連する SDGｓ 
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４－２ 農業 

主な成果指標 

 

【展開方向１】農業経営改善の充実 

 

【展開方向２】農業への理解の促進 

 

 

   

   

  

新規認定就農者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 1 1 1 1
実績（見込み）値 0 - - -

人

R8 R9 R10

P286 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 5-5

農業振興課

P286 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 5-5

農業振興課

P285 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 5-5

農業振興課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　都市農業の安定的な継続ができるよう効率的な農業経営の拡大を
図るため、農業後継者や新たに農業を営む者等に、融資機関を通じ
て農業振興資金を貸し付け、当該資金に対する利子の一部を補給し
ます。

　消費者ニーズに合わせた農業を推進するため、農薬や化学肥料の
使用量を減らすなど環境に配慮したやさしい野菜の生産を推進しま
す。

エコ農業推進事業

　生産規模の拡大及び効率化を図るため、本市の農業の中心的な役
割を担っている認定農業者が購入する環境配慮型農業資材の費用の
一部を補助します。

認定農業者支援事業

農業振興資金融資及び利
子補給事業

R8 R9 R10

P286 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■ 5-5

農業振興課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　農地の遊休化、荒廃化を防止するため、遊休農地等を土地所有者
から借上げ、市民農園として市民が農作業を実施する場、家族や市
民相互のふれあいの場として有償提供するとともに、更なる遊休農
地の有効活用を図ります。

市民農園事業

環境配慮型資材を使って作った野菜 農業まつりで市内の農産物をＰＲ 

関連する SDGｓ 
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４－３ ツーリズム 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地域資源を活かしたツーリズムの振興 

 

【展開方向２】来訪者の受入体制の充実 

 

 

   

    

利根運河地域の来訪者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 82,500 83,000 83,500 84,000
実績（見込み）値 82,500 - - -

流山本町地域の来訪者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 190,000 191,000 192,000 193,000
実績（見込み）値 190,000 - - -

人

人

R8 R9 R10

P299 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

P297 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　観光地域づくりの舵取り役として官民連携により設立された法人
である流山版ＤＭＯ（株式会社流山ツーリズムデザイン）の活動を
支援し、流山本町及び利根運河両地域のツーリズムを推進します。

流山版ＤＭＯ推進事業

　来訪者の増加を図るため、流山本町及び利根運河両地域の歴史的
建造物を活用し、飲食店やギャラリー、観光情報の発信等を行う拠
点を創出します。

流山本町・利根運河ツーリズム推進課

流山本町・利根運河ツーリズム推進課

流山本町・利根運河ツー
リズム推進事業

R8 R9 R10

P298 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　流山本町及び利根運河両地域の地域資源を活用し、両地域へ外国
人観光客を誘致するためのプロモーションを行います。
　また、ＪＥＴプログラムに基づく国際交流員（ＣＩＲ）を任用
し、ＳＮＳを活用した外国人目線での情報発信を行うとともに、店
舗等と協力し、外国人向けのモニターツアー等を実施します。

外国人観光客誘致促進事業

流山本町・利根運河ツーリズム推進課

ツーリズム推進事業補助金を活用した店舗 
（珈蔵座） 外国人向けモニターツアーの様子 

関連する SDGｓ 
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基本政策５ 誰もが自分らしく暮らせるまち  

５－１ 高齢者福祉 

主な成果指標 

 

【展開方向１】多様な生きがいづくり 

 

【展開方向２】地域ぐるみ支え合い体制づくり 

 
  

特別養護老人ホーム入所希望待機者数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 304 283 312 339
実績（見込み）値 247 - - -

認知症サポーター養成数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 1,300 1,300 1,300 1,300
実績（見込み）値 946 - - -

人

人

R8 R9 R10

P172 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P172 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P172 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　健康で生きがいのある生活を促進するため、高齢者団体に市が大
型バスを貸出し、高齢者相互の親睦やレクリエーション活動等を支
援します。

敬老バス支援事業

　高齢者の生きがい推進に寄与するため、地域資源を活用して、高
齢者同士又はこどもとの多世代でふれあう場所を提供する団体、個
人に対して謝礼金及び開設準備金を支給します。

高齢者ふれあいの家支援事業

　流山ぐりーんバスの利用促進と高齢者の外出の機会を確保するた
め、７５歳以上の市民を対象に流山ぐりーんバスの乗車運賃の割引
を行います。

高齢者の交通機関利用支
援事業

R8 R9 R10

P174 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P173 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P575 - 継続 介護 政策 ■ ■ ■

介護支援課

P178 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P581 - 継続 介護 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　介護保険の被保険者が要介護状態となることを予防するため、心
身の状況や環境等に応じ、包括的な援助や福祉の増進を図るための
包括的支援事業を実施し、地域住民の健康の維持及び生活の安定の
ための援助を行う地域包括支援センターの事業運営を委託します。

　認知症等で判断能力が不十分であり成年後見制度の利用が必要な
高齢者で、申立てをする親族がいない等の理由により申立てが困難
な場合に、本人の権利を擁護するため、市長が申立てを行うことで
制度の利用に繋げます。
　また、成年後見制度の利用促進を図るため、後見人等への報酬支
払いが困難な高齢者に対し報酬費用を助成します。

成年後見申立事業

地域包括支援センター委
託事業

　ひとり暮らし高齢者の急病や緊急時に通報手段を確保できない
ケースに対応するため、発作を生じる持病歴のある６５歳以上のひ
とり暮らし高齢者に対して装置を給付し、緊急時の通報手段として
活用する「消防署対応方式」と介護認定等を受けた７５歳以上のひ
とり暮らし高齢者に対して装置を貸与し、緊急時の通報手段及び日
常生活のサポートとして活用する「民間事業者対応方式」の２つの
緊急通報システムによって緊急時の連絡手段を確保します。

ひとり暮らし高齢者緊急
通報装置給付事業

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域
で自分らしい暮らしができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供
するため、医療機関と介護事業所等の関係者の連携を推進します。

在宅医療介護連携推進事業

　住み慣れた地域で末永く安心した生活を送るため、公共交通機関
の利用が困難なひとり暮らしの高齢者等に対して、自宅の玄関から
病院等の利用施設までの移動及び乗降を介助する支援を行います。
　また、理美容店へ出向くことが困難な高齢者に対する訪問による
理美容サービスの提供や、高齢期の生活向上のために、補聴器が必
要な高齢者に対する補聴器購入費用の一部助成を行います。

在宅高齢者介護予防・生
活支援事業

関連する SDGｓ 
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【展開方向３】介護体制づくり 

 

 

   

   

  

R8 R9 R10

P549 - 継続 介護 政策 ■ ■ ■

介護支援課

- - 継続 介護 政策 ■ ■ ■ 1-1

介護支援課

P573 - 継続 介護 政策 ■ ■ ■

高齢者支援課

P577 - 継続 介護 政策 ■ ■ ■

介護支援課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　特別養護老人ホームの入所待機者の解消のため、高齢者支援計画
に基づき、民間の施設整備を支援します。

　介護予防に向けた取組が主体的に実施されるような地域社会の構
築を目指すため、介護予防教室を実施します。
　また、ながいき１００歳体操、かみかみ１００歳体操及びしゃき
しゃき１００歳体操の動画の活用や、介護予防に関するパンフレッ
トを作成し、普及啓発を行います。

高齢者介護予防普及啓発事業

　認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくこ
とができるようにするため、認知症に関する普及啓発を行います。
　また、認知症の疑いのある方や認知症の方等へ早期に対応できる
よう相談支援体制の充実を図ります。

認知症施策推進事業

　介護サービス利用者からのハラスメント対策として、複数人訪問
を行った際の費用の一部を助成する事業を行い就労環境の整備を行
います。
　また、介護人材確保を目的とし、「合同就職相談会」と「地域住
民への介護理解促進事業」を組み合わせた「介護の仕事フェア」の
開催や市単独事業として、市内介護保険事業所で就労している介護
支援専門員や介護福祉士の資格を有する介護職員等の処遇改善を行
うほか、介護福祉士の資格を取得して市内の介護施設等に勤務しよ
うとする介護福祉士養成施設等の在学者へ修学資金の貸付けを行い
ます。

介護人材確保支援事業

特別養護老人ホーム整備
支援事業

高齢者ふれあいの家での健康麻雀大会の様子 介護予防教室の様子 
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５－２ 障害福祉 

主な成果指標 

 

【展開方向１】障害福祉サービスの充実 

 

【展開方向２】自立と社会参加の促進 

 

  

相談支援を利用している障害者の人数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 3,400 3,800 4,000 4,200
実績（見込み）値 3,820 - - -

障害児通所支援事業所利用者
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 23,682 27,629 32,878 39,190
実績（見込み）値 23,493 - - -

人

人

R8 R9 R10

P165 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

障害者支援課

P228 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

児童発達支援センター

P204 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

障害者支援課

P166 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

障害者支援課

P230 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

児童発達支援センター

P230 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

児童発達支援センター

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　入居者の自立と社会参加の促進を図るため、小規模なグループ
ホームの運営費の一部を補助し、経営の安定化を図ります。

　つばさ学園の安心・安全な施設環境を確保するため、医療的ケア
児や乳幼児等の要配慮児が利用するシャワー室及び医務室を整備し
ます。

つばさ学園施設整備事業

　児童デイつばさの安心・安全な施設環境を確保するため、乳幼児
及びその家族が使用する調乳室に流し台を設置します。児童デイつばさ施設整備事業

障害者グループホーム等
運営費補助事業

　障害者等が自立した日常生活及び社会生活を送るため、居宅介護
（ホームヘルプ）、施設入所、就労支援等の障害福祉サービス、補
装具費及び自立支援医療費を給付します。

障害者自立支援給付事業

　心身の成長や発達に心配のある乳幼児及び児童に対し、社会的な
自立と地域生活に向けた相談、面接、診察、検査など専門的かつ総
合的な支援を行います。
　また、障害児相談支援システムのリース期間が終了するため、新
たなシステムへの更新を行います。

つばさ学園療育相談事業

　障害児の適切な療育を促し、保護者が安心して子育てできる地域
づくりの推進を図るため、児童発達支援、放課後等デイサービス、
保育所等訪問支援等の障害児通所支援サービスを提供します。

障害児通所支援事業

R8 R9 R10

P167 - 拡充 一般 経常 ■ ■ ■

障害者支援課

P164 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

障害者支援課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　障害者等が地域で自立した生活を送るため、手話等による意思疎
通支援、日常生活用具の給付、訪問入浴サービス等による支援を行
います。
  令和８年度からは、訪問看護を利用して医療的ケア児の家族のレ
スパイト（※）時間を確保する事業及び重度障害者が就労する際に
介護の提供を行います。
※　在宅で介護をする家族などの介助者を一時的に介護から解放す
　ることによって休息等をとれるようにすること。

障害者地域生活支援事業

　認知症、知的障害、精神障害等により物事を判断する能力が不十
分であり、成年後見人制度の利用が必要で、後見人等への報酬支払
が困難な障害者の権利擁護等のため、後見人等への報酬の助成を行
い、成年後見人制度の利用促進を図ります。

障害者成年後見申立事業

関連する SDGｓ 
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５－３ 地域福祉 

主な成果指標 

 

【展開方向１】地域福祉の推進 

 

【展開方向２】生活困窮者支援 

 

  

重層的支援体制整備事業により取扱った相談件数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 100 300 330 360
実績（見込み）値 304 - - -

件

R8 R9 R10

P184 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

社会福祉課

P155 - 拡充 一般 経常 ■ ■ ■

社会福祉課

P160 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 4-3

福祉政策課

P159 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

福祉政策課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　民生委員・児童委員の活動費を支給するほか、令和８年度から新
たに民生委員・児童委員全員にタブレットを配布し、負担の軽減を
図ります。
　また、平日の日中の会議をリモートでも参加できるようにすると
ともに、動画をアーカイブに残し後日視聴できるようにし、仕事を
しながらでも民生委員活動ができる環境を構築することで、なり手
不足の解消に繋げます。

民生委員児童委員活動推
進事業

　孤立死防止と災害時の支援のため、地域における日常からの支え
合いや見守りを推進します。
　また、引き続き災害時の避難支援等の支え合いの地域社会づくり
を推進するため、避難行動要支援者に対する個別避難計画を作成し
ます。

地域支え合い活動推進事業

　高齢、障害、こども、生活困窮といった分野別の支援体制では対
応しきれないような住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応す
る包括的な支援体制を構築するため、引き続き多機関協働事業、ア
ウトリーチ等を通じた継続的支援事業、参加支援事業を実施しま
す。

重層的支援体制整備事業

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、福祉会館の改修工
事を行います。
　令和８年度は、駒木台福祉会館の大広間建具改修工事を行いま
す。

福祉会館整備事業

R8 R9 R10

P160 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

社会福祉課

P234 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

社会福祉課

P233 - 継続 一般 政策 ■ ■

社会福祉課

P157 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

社会福祉課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　物価高騰の影響を大きく受け、省エネ家電等の購入が難しい低所
得世帯及び生活保護を受給している世帯に対して、熱中症等の事故
を未然に防ぎ、高騰している電気料金の負担軽減等生活支援を図る
ため、エアコン購入費、設置費及び撤去費を助成します。

　生活困窮者の自立のため、総合的な相談に基づき、住まいの確保
や就労支援等を行います。生活困窮者自立支援事業

　生活に困窮している市民に、その困窮の程度に応じた必要な保護
を行い、その最低限度の生活を保障するため、生活保護受給者に対
して適正に各種扶助（生活・教育・住宅・医療・介護・出産・生
業・葬祭）を行います。
　また、生活保護受給者の自立の助長を図るため、就労支援を始め
とする自立支援プログラムの充実やハローワークとの連携により、
生活保護受給者の経済的自立を支援します。

生活保護法等に基づく扶
助事業

　生活保護受給者の健康管理を支援するため、生活保護法に基づ
き、生活保護受給者に対して経済的自立のみならず医療と生活の両
面から支援します。
　生活保護受給者の生活習慣病等の予防や重症化を予防するため、
レセプトデータを活用し、分析することで健康課題を整理するとと
もに個別支援計画を策定し、対象者への保健指導及び生活支援を個
別に行います。

被保護者健康管理支援事業

低所得世帯省エネエアコ
ン購入支援事業

関連する SDGｓ 
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５－４ 共生社会 

主な成果指標 

 

【展開方向１】人権尊重・男女共同参画の社会づくり 

 

【展開方向２】多文化共生社会づくり 

 

【展開方向３】平和施策の推進 

 

 

   

    

男女が平等に扱われていると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 45.0 45.0 45.0 45.0
実績（見込み）値 46.7 - - -

国籍や性別等にかかわらず平等に扱われていると思う市民の割合
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 87.8 88.0 88.0 88.0
実績（見込み）値 88.4 - - -

％

％

R8 R9 R10

P110 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

企画政策課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　男女共同参画や多様性を尊重する社会の実現を目指し、第５次男
女共同参画プランに基づき、各種講座及び研修並びに女性の生き方
相談業務を行います。

男女共同参画社会づくり事業

R8 R9 R10

P111 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

企画政策課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　多文化共生社会の実現のため、在住外国人の相談窓口を設置する
ほか、多言語での情報発信など在住外国人が安心して暮らせる環境
づくりを行います。
　また、多文化共生意識の向上を図るため、講座や交流等を通じた
普及啓発を行います。

多文化共生推進事業

R8 R9 R10

P109 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

企画政策課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　次世代に平和への思いをつなぐため、平和都市宣言に基づき、平
和大使の広島派遣、平和ポスター展、ユニセフ平和教室等の事業を
行います。
　応募者が増加している平和大使については、募集人員の増員を図
り、より多くの児童に平和学習の機会を提供します。

平和施策事業

世界の料理教室～韓国編～の様子 平和大使の広島派遣の様子 

関連する SDGｓ 



Ⅹ 施策別主要事業 

基本政策６ 子どもをみんなで育むまち 

44 

 

 基本政策６ 子どもをみんなで育むまち 

６－１ 子ども・子育て 

主な成果指標 

 

【展開方向１】子どもを産み育てやすい環境づくり 

 

   

    

待機児童数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 0 0 0 0
実績（見込み）値 0 - - -

人

R8 R9 R10

P202 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

こども未来課

P198 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

こども未来課

P201 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

こども未来課

P415 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

保育課

P237 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

こども家庭センター

P198 - 新規 一般 政策 ■ ■ ■

保育課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備す
るため、月一定時間までの利用枠で、就労要件を問わず、時間単位
で柔軟に利用できる給付制度を開始します。

乳児等通園支援事業

　新たに「こども家庭センター」を設置し、引き続き妊産婦が安心
して出産・子育てを行うため、母子健康手帳交付時面談や、これま
で母子健康教育相談指導事業で行っていた、乳児家庭全戸訪問及び
新生児訪問、育児支援等サービス事業における育児支援や家事支援
のサービスを提供するなど、保健指導と相談支援を実施し、妊娠期
から出産・子育てまで切れ目のない支援を行います。

妊娠・出産・子育てサ
ポート事業

　「すべてのこども・若者の育ちや子育てを地域全体で支え　こど
もの権利を保障するための取組を進め　こどもにやさしいまちづく
り」の実現を目指し、流山市こども計画を推進します。
　令和８年度は、こどもの権利について意識醸成を行うため、「こ
ども・若者の意見表明・参加に関する手引き」を活用した職員向け
研修会の開催やこども会議、若者まちづくりプロジェクトを実施し
ます。

こども計画推進事業

　幼児教育の機会を確保するため、私立幼稚園に通う３歳から５歳
児のこどもの保育料等について無償化します。
　また、特別な支援が必要なこどもの受け皿を確保するため、当該
こどもを受け入れる私立幼稚園に対して職員の加配や環境整備等を
行うための費用の一部を補助します。

私立幼稚園子育てのため
の施設等利用給付事業

　子育ての不安感等を緩和し、こどもの健やかな育ちを支援するた
め、子育て中の方や地域の親子がいつでも気軽に交流・相談ができ
る、ひろば型の地域子育て支援拠点を保育所以外のより身近な場所
に設置します。

地域子育て支援拠点事業

　育児の負担軽減を図るため、ひとり親家庭及び就学前のこども３
人以上又は多胎児を養育している世帯に対し、ファミリーサポート
センターの援助活動の利用料の一部を助成します。

ファミリーサポートセン
ター支援事業

子育て支援拠点「ぽっかぽか」 こども会議の様子 
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【展開方向２】保育サービスの充実 

 

【展開方向３】学童クラブの充実 

 

【展開方向４】養育環境への配慮 

 

【展開方向５】青少年の健全育成の促進 

  

R8 R9 R10

P194 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

保育課

P219 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

保育課

P218 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

保育課

P194 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

保育課

P194 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

保育課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　保育サービスの拡大及び質の向上を図るため、私立保育所等を設
置経営する社会福祉法人等に対し、私立保育所等の運営に要する経
費の一部を補助します。

私立保育所等運営補助事業

　保育サービスの拡大及び質の向上を図るため、私立保育所等を整
備する経費の一部を補助します。
　令和８年度は、既存施設の改修工事や北部、中部及び東部地域に
おける新設に係る整備の補助を行います。

私立保育所整備補助事業

　保育需要の地域的偏在等により異なる保育所の入所者数の均衡を
図るとともに、待機児童の解消及びこどもの送迎に係る保護者の負
担軽減を図るため、流山おおたかの森駅前と南流山駅前の２か所の
送迎保育ステーションから市内全域の保育所へこどもを送迎しま
す。

送迎保育ステーション事業

　安心して子育てを行うことができる環境を整備し、こどもの福祉
の向上を図るため、保護者の就労等により、家庭における保育が困
難なこどもを対象として、当該こどもが病気中・病気回復期のため
集団保育が困難な期間に、市内３か所の保育園で一時的な預かり
（病児対応型・病後児対応型）を行います。

病児保育事業

　安心・安全で快適な施設環境を確保するため、公立保育所の改修
工事を行います。
　令和８年度は、平和台保育所のロッカー改修工事を行います。

保育所改修事業

R8 R9 R10

P220 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

教育総務課

P224 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

教育総務課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　児童数の増加に対応するため、令和９年度の供用開始を目指し、
学童クラブの施設整備を行います。
　また、安心・安全な保育環境を確保するため、改修工事を行いま
す。
　学童クラブ増設工事（おおぐろの森小学校区）
　屋根等改修工事（南流山小学校区第１あすなろ学童クラブ）等
【関連事業】施策６－２：学校教育
　　　　　　おおぐろの森小学校校舎増築事業

学童クラブ施設整備事業

　就労等の理由により、放課後、家庭内で保育の困難な小学校児童
の健全育成を図るため、放課後の遊びや生活の場を提供します。学童保育運営事業

R8 R9 R10

P209 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

こども家庭センター

P200 - 拡充 一般 経常 ■ ■ ■

こども家庭センター

P209 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

こども家庭センター

　離婚前後の生活や子育てに関する負担の軽減を図るため、公正証
書作成費用や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）に係る費用の一部を補
助します。
　令和８年度から、養育費等確保に係る弁護士相談を行います。

　こどもの貧困の連鎖を防止するため、生活困窮者世帯の全ての中
学生が学習塾へ通えるよう支援します。
　また、夏期講習及び冬期講習についても支援します。

ひとり親家庭等生活向上事業

　要保護児童等の早期発見や適切な保護を図るため、児童相談所や
警察、医療機関などの関係機関との情報共有と連携を強化し、こど
もや家庭に迅速・適切なサポートを行います。
　新たにこども家庭センターを設置し、母子保健機能と児童福祉機
能のさらなる連携強化を図り、包括的、継続的な支援を行います。

要保護児童対策事業

こどものための養育費確
保等支援事業

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

R8 R9 R10

P446 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

文化芸術・生涯学習課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　青少年の健全育成と非行防止を図るため、青少年やその保護者が
一人で悩むことがないよう、青少年専門相談員による電話及び相談
室での相談を行います。

青少年相談事業
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６－２ 学校教育 

主な成果指標 

 

【展開方向１】確かな学力の育成 

 

 

 

 

  

１か月当たりの小学校図書貸出冊数
単位 R7 R8 R9 R10

目標値 31,500 47,000 47,500 48,000
実績（見込み）値 46,500 - - -

冊

R8 R9 R10

P388 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

P388 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

P389 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　各小学校区で「幼保小連携の日」及び見学会を開催するなど、架
け橋期のカリキュラム作成にむけた取組を推進していきます。
　また、研究会を実施したり、幼児教育アドバイザーを園や学校に
派遣するなど、教育・保育の質の向上を推進していきます。
　さらに、未就学児の保護者に対して、子育てに関する相談や特別
な配慮を要するこどもの就園に関する相談を実施していく等、幼児
教育支援センターの機能を拡充します。

幼児教育支援センター運
営事業

　学校支援コーディネーターや学校サポートボランティアとの連携
を図り、地域の力を学校の教育活動に生かすとともに、地域全体で
こどもたちの成長を支える仕組みであるコミュニティ・スクールの
充実を図ります。
　また、市内小学生が地域において、安全、安心な場所で、健やか
に心身が育まれるよう、流山市夏休みこども教室を実施することに
より、こどもの居場所を創設し、子育て支援を促進します。

地域による学校支援事業

　これからの社会を生き抜くためには、こども達が自分自身で考
え、課題に取り組む姿勢が不可欠であるため、「総合的な学習の時
間」等で、教科横断的な学習や探求的な学習・体験学習を通して、
自己の生き方を考える力の育成を図ります。

総合的な学習の時間推進事業

幼保小合同研修会の様子 

関連する SDGｓ 
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【展開方向２】教育環境の整備 

 
  

R8 R9 R10

P384 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

P393 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

P402 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

学校施設課

P410 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

学校施設課

P401 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

学校施設課

P409 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

学校施設課

P461 - 継続 一般 政策 ■ 1-1

学校施設課

P403 - 継続 一般 政策 ■ 1-1

学校施設課

P402 ○ 継続 一般 政策 ■ ■ ■ 1-1

学校施設課

P394 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　「教育ＤＸの推進・デジタル人材の育成」と「ＩＣＴ環境の整
備」を重点目標として、児童生徒の１人１台端末を全台更新し、情
報モラル教育やプログラミング教育などを通して情報活用能力の育
成に取り組みます。
　また、教員の指導力向上を図るため各校の優れたＩＣＴ活用実践
を共有するとともに、紙の帳票を電子化し、学校における働き方改
革を推進し、運営体制の充実を図ります。
　さらに、電子黒板整備やネットワーク機器の更新を行い、ＩＣＴ
環境の充実を図ります。

ＩＣＴ学習空間整備事業

　安心・安全な教育環境を確保するため、小学校設備の改修工事を
行います。
　令和８年度は、新川小学校等で高圧ケーブルの改修工事や西初石
小学校等で埋設給水管の改修工事等を行います。

小学校設備改修事業

　安心・安全な教育環境を確保するため、中学校設備の改修工事を
行います。
　令和８年度は、東部中学校で消火ポンプ、放送設備、高圧ケーブ
ル、埋設管の改修工事や常盤松中学校で受水槽の改修工事を行いま
す。

中学校設備改修事業

　おおぐろの森小学校区の児童数の増加に対応するため、令和９年
度からの増築校舎の供用開始を目指し、良好な教育環境を確保しま
す。
　令和８年度　増築工事、工事監理、備品整備　等
【関連事業】施策６－１：子ども・子育て
　　　　　　学童クラブ施設整備事業

おおぐろの森小学校校舎
増築事業

　安心・安全な教育環境を確保するため、小学校のリニューアル工
事（※）を行います。令和９年度の供用開始を目指して着手中の江
戸川台小学校、令和８年度よりエレベーター棟増築に着手する東小
学校に加えて、流山小学校のリニューアル設計に取り掛かります。
　令和８年度　　リニューアル工事、備品整備　等
　　　　　　　　（江戸川台小、東小）
　　　　　　　　リニューアル設計（東小、流山小）
　令和９年度　　リニューアル工事　備品整備　等
　　　　　　　　（東小、流山小）
　　　　　　　　リニューアル設計（東小、流山小）
　令和１０年度　リニューアル工事、備品整備　等
　　　　　　　　（東小、流山小）
　　　　　　　　リニューアル設計（流山小）
※　既存校舎の躯体を活かしつつ学校全体を改修すること。

小学校校舎等リニューア
ル事業

　不登校児童生徒の居場所の拡充や社会的自立を支援するため、
バーチャル空間を活用した支援者との交流、児童生徒及び保護者が
抱える悩みに対するスクールカウンセラーによるカウンセリング等
を実施するほか、児童生徒の希望に応じてリアルの場での他者との
交流を通じた体験学習を行います。
　また、フリースクール等を利用する家庭へ当該施設を利用するた
めに要する経費に対して補助を行います。
　さらに、音楽・ダンスを取り入れたワークショップ体験を導入し
ます。

不登校児童生徒支援事業

　安心・安全な教育環境を確保するため、小学校校舎の改修工事を
行います。
　令和８年度は、流山小学校や八木南小学校等で教室ロッカー床の
改修工事や流山北小学校でエレベーター増築及びバリアフリー化工
事、東深井小学校や八木南小学校で遊具の更新工事等を行います。

小学校校舎等改修事業

　安心・安全な教育環境を確保するため、中学校校舎の改修工事を
行います。
　令和８年度は、南部中学校や常盤松中学校等で教室ロッカー床の
改修工事や八木中学校でエレベーター増築工事、東部中学校で外壁
の改修工事等を行います。

中学校校舎等改修事業

　安心・安全な調理環境を確保するため、給食施設の改修工事を行
います。
　令和８年度は、南流山第二小学校や北部中学校で給湯器の更新工
事を行います。

給食室等改修事業

　児童生徒の読書活動及び図書館教育を推進するため、学校図書館
司書の配置や図書及び図書館備品を整備します。
　また、図書購入と図書備品の拡充を図るとともに、図書に親しむ
機会を保障するため、大規模校を中心に電子書籍を導入します。

学校図書館教育推進事業
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【展開方向３】児童・生徒の安全確保と健康増進 

 

 

   

   

  

R8 R9 R10

P395 - 拡充 一般 政策 ■ ■ ■

指導課

P464 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

学校教育課

P461 - 新規 一般 政策 ■ ■ ■

学校施設課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　いじめ、不登校、児童虐待等の課題を解決するため、児童生徒の
生活環境への働きかけを行うスクールソーシャルワーカーや児童生
徒及び保護者や教職員へ助言を行う生徒指導アドバイザーを配置す
るとともに、いじめや不登校などの予防と対策のため、ＷＥＢＱＵ
（学級集団アセスメント）検査を行います。
　また、包括的性教育を通じて、生命の尊さを学び、性暴力の根底
にある誤った認識や行動、また性暴力が及ぼす影響などを正しく理
解する教育の充実のため、性被害防止授業や研修を行います。

いじめ等防止対策推進事業

　学校現場の負担軽減や保護者の利便性向上を図るため、市が学校
給食費の一括管理を行います。
　令和８年度は、食材費高騰から、学校給食の質と量、提供回数を
維持するため給食費の値上げをします。
　ただし、実際の保護者負担額については、小学生分は国の「給食
費負担軽減交付金」を活用し、中学生分は地方創生臨時交付金を活
用して、保護者負担の軽減を図ります。
　なお、第３子以降学校給食費無償化については、県制度の変更に
より中学生のみ継続して行います。

学校給食公会計化事業

　安心・安全な給食を児童生徒に提供するため、給食施設を整備し
ます。
　令和８年度は、令和１２年度の供用開始を目指して八木南小学校
の給食施設新築設計に取り掛かります。

給食施設整備事業

電子黒板を活用した授業の様子 学校給食で提供されたカレーライス 
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 計画を推進するために 

１ 財政運営 

 

２ 資産活用 

 

３ 組織・人材 

 

４ 行政経営 

 

R8 R9 R10

P137 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

税制課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

市税等納付コールセン
ター事業

　現年度課税の滞納整理を強化し、収納率の向上、収納額の増加及
び累積滞納の防止により、安定した財源確保を図るため、現年度課
税分に特化し電話等による催告業務を民間委託します。

R8 R9 R10

P102 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■ 1-1

財産活用課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　各種ＦＭ施策を実施することで、市全体の資産の質を向上させ、
最適化を図るとともに、長寿命化を図るため、施設の改修等営繕に
関する設計・監督を行います。

ファシリティマネジメン
ト事務管理事業

R8 R9 R10

P85 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

人材育成課

P82 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

総務課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

職員研修事業

　政策法務推進計画に従い、職員の政策法務能力向上のため、政策
法務研修計画に基づく研修の実施等の人材の育成、政策法務主任の
設置等の組織の充実、法令・判例の解説等の入手を容易にする環境
の整備及び行政リーガル・ドック事業等の予防法務の実施により政
策法務を推進します。

政策法務推進事業

　職員一人ひとりの資質の向上や専門知識の習得を図るため、担当
部門や勤続年数に応じた研修を実施します。
　また、組織外からの知識や情報を組織内に吸収し、組織としての
創造性を高める効果的な方策として政策自主研修を行う職員に研修
に要する経費の一部を助成し、意欲のある職員を育成します。

R8 R9 R10

P96 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

秘書広報課

P94 - 継続 一般 経常 ■ ■ ■

秘書広報課

P81 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

情報政策・改革改善課

P79 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

情報政策・改革改善課

P73 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

議会事務局

P94 - 新規 一般 政策 ■

総務課

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度 国土

強靭化

　業務の効率化・迅速化を図るため、職員用パソコン等の情報機器
や各種システム、ネットワーク環境の整備及び情報セキュリティ対
策を行います。
　また、生成ＡＩやチャットツール等を活用し、事務処理の効率化
と市民からの問い合わせ対応や各種申請手続の利便性向上を図り、
職員がより付加価値の高い業務に注力できる体制を構築します。

全庁ＬＡＮ整備事業

　より分かりやすく、市民に開かれた市議会を目指すため、流山市
議会ＩＣＴ推進基本計画に基づき、市議会ホームページの充実とセ
キュリティの向上を図り、オープンデータの活用を継続します。

議会ＩＣＴ推進事業

　一元的に管理、保管している保存文書の増加に対応するため、文
書保管倉庫の老朽化した電動書架と固定棚を撤去し、新たに電動書
架を設置する工事を行います。

文書保管倉庫整備事業

　市民の利便性向上を図るため、自宅のパソコンやスマートフォン
等から情報取得や各種申請・届出ができる環境を整備します。
　また、流山市ＬＩＮＥ公式アカウントを活用し、利用者が希望す
る行政情報を受信できるよう、情報配信を行います。

市民向け電子化事業

　市のサービスやイベントなどをより早く分かりやすく市民へ周知
するため、広報ながれやまを月３回、年３７回（うち年１回は事業
特集号、年４回は特集号）発行します。広報ながれやまは新聞折り
込みやポスティング等で配布するほか、ＳＮＳでも配信します。
　また、市ホームページへの掲載、市ＬＩＮＥ公式アカウント、
メール配信のほか、スマートフォンアプリ等を活用した情報サイト
への掲載に加え、テレビや新聞などのマスメディアを通じて市の情
報を幅広く発信します。

広報発行事業

　市民の声を直接伺うため、書簡や電子メールにより市民の意見等
を幅広く収集するほか、定期的にタウンミーティングを開催しま
す。
　頂戴した意見等については、所管課に情報共有し、必要に応じ市
政へ反映させます。

広聴活動事業
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５ マーケティング 

 
 

   

   

 

 

 

R8 R9 R10

P112 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

マーケティング課

P112 - 継続 一般 政策 ■ ■ ■

マーケティング課

P77 - 新規 一般 政策 ■

秘書広報課

国土

強靭化

予算

説明書
前倒し

新継

区分
事業名 内容

会計

区分

予算

区分

実施年度

　令和９年１月１日に市制施行６０周年を迎えることから、本市に
対する市民の理解を深めるとともに、本市の魅力を市外へ発信する
ため、記念式典を開催します。

　住む、働く、楽しむが叶う「住み続ける価値の高いまち」の都市
ブランド確立のため、流山ブランディングプランに基づき、継続的
な流山市への認知と体験により、流山市とのタッチポイント（接
点）を増やす取組を行います。

　地域資源を活用し、地域経済活性化のため、地元の返礼品提供業
者及び返礼品の増加を図るとともに、寄附額の増加に取り組みま
す。

流山市ふるさと納税事業

流山市ブランド確立と住
民誘致の推進事業

市制施行６０周年記念式
典等実施事業

タウンミーティングの様子 タブレット端末を活用した市議会（委員会）の様子 

市制施行５０周年記念式典（平成２９年）の様子 
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 その他の政策事業（一般会計） 

令和８年度当初予算に予算化されている政策事業は次のとおりです。  

基本政策１ 安心・安全で快適に暮らせるまち 

・消防施設及び消防装備整備基金積立事業 

・新型インフルエンザ対策救急事業 

・消防団車両整備事業 

・救急業務事業 

基本政策２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち 

・新型コロナウイルス感染症対策事業（商工振興課） 

・ＩＣＴ学習支援事業 

・図書館情報提供サービス事業 

基本政策３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

・まちなか森づくり事業 

・樹木保全事業 

・ふるさと緑の基金積立事業 

・森林環境基金積立事業 

・市野谷の森環境保全事業 

・木地区一体型特定土地区画整理負担事業 

・ふるさと２１まちづくり基金積立事業 

・生産緑地に関する図書作成事業 

・都市計画に関する基礎調査事業 

・立地適正化計画策定事業 

・私道整備事業 

・道路台帳補正事業 

・道路区域線図作成事業 

・南流山駅北口地下通路管理事業 

・ガード下排水施設等維持管理事業 

・寄附道路用地取得事業 

・洪水ハザードマップ作成事業 

・河川環境用水事業 

・自由通路管理事業 

・自転車駐車場改修事業 

・自転車駐車場防犯カメラ設置事業 

・市営住宅借上事業 

・常磐自動車道環境監視施設管理基金積立事業 

・廃棄物処理施設整備等基金積立事業 

基本政策４ 賑わいと魅力のあるまち 

・空き店舗有効活用事業 

・企業動向調査事業 

・地域職業相談室運営事業 

・農道補修整備事業 

・利根運河イベント事業 

・観光施設整備事業 

・流鉄イベント事業 

・白みりんミュージアム基金積立事業 

基本政策５ 誰もが自分らしく暮らせるまち 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業 

・障害者支援施設等通所交通費助成事業 

・障害者福祉施設借上事業 

・障害者就労支援施設利用者負担金助成事業 

・基幹相談支援センター等委託事業 

・地域活動支援センター運営事業費補助事業 

・やさしいお店認定事業 

・十太夫地域ふれあいセンター建設等ＰＦＩ事業 

・健康福祉基金積立事業 

・福祉諸計画策定事業 

・国際交流平和基金積立事業 

基本政策６ 子どもをみんなで育むまち 

・子育て支援員研修事業 

・十太夫児童センター施設建設等ＰＦＩ事業 

・私立幼稚園自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置費補助事業 

・私立保育所等自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置費補助事業 

・小山小学校区学童クラブ建設等ＰＦＩ事業 

・学校サポート教員配置事業 

・小中学校外国語教育推進事業 

・情操教育推進事業 

・姉妹都市自然体験交流事業 

・教師用教科書・指導書・副読本購入事業 

・流山市部活動支援事業 

・学校水泳指導等支援事業 

・小山小学校校舎建設等ＰＦＩ事業 

・教育、文化及びスポーツ振興基金積立事業 

・新市街地地区中学校建設事業 

・新市街地地区小学校用地取得事業 

・新市街地地区中学校用地取得事業 

・新市街地地区小学校建設事業 

・南流山中学校移転先用地・建物買取事業 

・常盤松中学校校舎増築事業 

・小学校施設管理業務委託事業 

・中学校施設管理業務委託事業 

・小中学生専用なやみホットライン相談事業 

・学校給食環境整備事業 

計画を推進するために 

・介護保険特別会計繰出事業 

・減債基金積立事業 

・後期高齢者医療特別会計繰出事業 

・下水道事業会計出資金等事業 

・国民健康保険特別会計繰出事業 

・財政調整積立基金積立事業 

・土地区画整理事業特別会計繰出事業 

・北千葉広域水道企業団一般会計出資金等事業 

・普通財産活用事業 

・土地取得事業 

・健康都市推進事業 
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Ⅺ 国土強靭化地域計画における脆弱性評価結果 

（１）基本的な進め方 

強靱化は、いわば本市のリスクマネジメントであり、仮に起きれば本市に致命的な影響が生じると

考えられる「起きてはならない最悪の事態」を想定し、この事態を回避するために何をすべきか、と

いう観点から、全庁的に取組を検討しました。 

（２）評価の手順 

強靱化する上での目標の明確化 

・強靱化を推進するために重要な目標を設定します。 

         ▼ 

起きてはならない最悪の事態の設定 

・リスクが発生した場合を想定し、目標の実現を妨げる最悪の事態を設定します。 

         ▼ 

脆弱性の評価（分析、課題の抽出） 

・地域の強靱化を進めるうえで、起きてはならない最悪の事態に対する脆弱性を分析し、課題を抽

出します。 

         ▼ 

強靱化のために必要な取組の検討 

・脆弱性評価の結果をもとに、取り組むべき施策の検討を行います。 

（３）想定されるリスク 

千葉県国土強靱化地域計画（以下「県計画」という。）に示されている大規模災害のうち、本市の

地域特性を考慮し、次の２つの大規模災害によるリスクを想定します。 

なお、地震については、本市の地域防災計画において想定している東京湾北部地震や茨城県地震の

被害状況を想定しています。 

大規模災害 災害規模 

地震 東京湾北部地震 

茨城県南部地震 

洪水 一級河川江戸川等の堤防の決壊 
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（４）「事前に備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」の設定  

４つの基本目標を基に、「国土強靱化基本計画」および「県計画」との整合を図り、本市の地域特

性を踏まえたものとして「事前に備えるべき目標」として８つの目標を設定し、その妨げとなるもの

として、３３項目の「起きてはならない最悪の事態」を設定しました。 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態 

1 直接死を最大限防ぐ 1-1 建築物や不特定多数が集まる施設の倒壊により、多数の

死傷者が発生 

1-2 不特定多数が集まる施設の火災により、多数の死傷者が

発生 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水により、多

数の死傷者が発生 

2 救助・救急、医療活動

等が迅速に行われると

ともに、被災者等の健

康・避難生活環境を確

実に確保する 

2-1 食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネ

ルギー供給の長期停止 

2-2 自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の

絶対的不足 

2-3 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの

途絶による医療機能の麻痺 

2-5 疫病・感染症等の大規模発生 

2-6 慣れない避難生活環境へのストレスや悪化が招く、多数

の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

3 必要不可欠な行政機能

は確保する 

3-1 警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 

3-2 市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

4 必要不可欠な情報通信

機能・情報サービスは

確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・長期停止 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者

に伝達できない事態 

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収

集伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態 

5 経済活動を機能不全に

陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネル

ギー供給の停止 

5-3 基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

5-4 金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が

発生 

5-5 食料等の安定供給の停滞 

5-6 異常渇水等により用水の供給の途絶に伴う、生産活動へ

の甚大な影響 
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6 ライフライン、燃料供

給関連施設、交通ネッ

トワーク等の被害を最

小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石

油・LPガスサプライチェーン等の長期間にわたる機能の

停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

7 制御不能な複合災害・

二次災害を発生させな

い 

7-1 市街地での大規模火災により、多数の死傷者が発生 

7-2 沿線･沿道の建物倒壊等による交通麻痺 

7-3 防災施設等の損壊・機能不全等により、多数の死傷者が

発生 

7-4 農地・森林等の荒廃 

8 社会・経済が迅速かつ

従前より強靭な姿で復

興できる条件を整備す

る 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大

幅に遅れる事態 

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働

者、地域に精通した技術者等）の不足等により復興でき

なくなる事態 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発

生により復興が大幅に遅れる事態 

8-4 貴重な文化財の喪失、地域コミュニティの崩壊等による文

化の衰退・損失 

8-5 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備

が進まず復興が大幅に遅れる事態 

  



Ⅺ 国土強靭化地域計画における脆弱性評価結果 

  

55 

 

（５）プログラムごとの脆弱性評価結果 

１ 直接死を最大限防ぐ 

１-１建築物や不特定多数が集まる施設の倒壊により、多数の死傷者が発生 

（地震・土砂災害対策の推進） 

○市民の防災意識の向上を図るため、最新の情報を活用した地震ハザードマップや土砂災害ハザードマッ

プなどを配布し、各地域における災害リスクを分かりやすく市民に伝える必要がある。 

（住宅・建築物の耐震化の促進） 

○耐震改修促進計画に基づき、住宅やブロック塀について、耐震診断やブロック塀の撤去、耐震補強工事

等に対する支援をするなど、住宅その他建築物の耐震化を促進する必要がある。（耐震改修促進事業

（住宅・建築物安全ストック形成事業）） 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化）  

○公共施設等は、災害時の避難所等として活用される場合も多いことから、人口規模に応じて整備を行う

必要がある。また、耐震化について、特定建築物に関しては耐震化が完了しているが、それ以外の建築

物に関しては、計画的な改修により維持管理を行うとともに、個別施設計画に応じた長寿命化等を図る

必要がある。 

○つり天井などの非構造部材に脱落防止対策などの安全対策を講じる必要がある。 

（空家等対策の促進）  

○老朽化した空家の倒壊等による被害を発生させないため、空家等対策計画に基づいて適切に管理されて

いない空家に対する各種施策を実施する必要がある。 

（無電柱化の推進） 

○緊急輸送道路や防災拠点へのアクセス道路等での無電柱化を推進し、災害に強い道路を整備する必要が

ある。 

○消防署では地震による電柱倒壊の影響を受けないよう、緊急車両出入口の無電柱化を図る必要がある。 

（地域防災力の向上） 

○地域一丸となった災害対応体制を構築するため、消防団や自主防災組織等の充実強化や防災教育の推

進、家庭内備蓄や家具の固定化等の防災啓発など、自助、共助を促す取組を促進し地域防災力の向上を

図る必要がある。 

○防災行政無線、Ｌアラート、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、ＬＩＮＥなど防災情報の提供手段の充実強化を

図る必要がある。 
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１-２不特定多数が集まる施設の火災により、多数の死傷者が発生 

（火災予防対策等の推進）  

○感震ブレーカー、住宅用火災警報器、消火器等の設置を促進する必要がある。 

（消防水利の整備）  

○消防水利を引き続き整備するとともに、既存の水利の機能を確保するために維持管理を実施する必要が

ある。 

（道路の整備）  

○ 大規模な延焼を防ぐ効果のほか、避難経路や物資輸送などに必要な都市計画道路などの幹線道路の整

備、安全性・利便性・防災機能などを考慮した生活道路の整備、交通集中する交差点対策を推進する必

要がある。 

（公園・緑地などの防災空間の整備）  

○災害時における避難場所や火災の延焼を防止するオープンスペースとしての防災上の役割が大きい公

園・緑地などの整備を推進する必要がある。 

１-３突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水により、多数の死傷者が発生 

（大規模水害対策の推進） 

○市民の危機管理体制や自主避難体制の向上を図るために、最新の情報を活用した洪水ハザードマップや

内水ハザードマップなどを配布し、各地域における災害リスクを分かりやすく市民に周知する必要があ

る。 

（下水道（雨水）施設の整備） 

○大規模水害による被害を最小限にするため、下水道（雨水）施設の整備を推進する必要がある。 

（雨水排水施設の整備） 

○集中豪雨や局地的大雨による被害を最小限にするため、浸水被害の実績に応じた雨水排水施設の整備を

促進する必要がある。 

（雨水排水施設の維持管理） 

○雨水排水施設が適切な機能を維持するため、施設台帳を整備し計画的な維持管理を行う必要がある。 

○雨水排水施設の維持管理計画を作成し、施設の耐震化、長寿命化対策を促進する必要がある。 
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２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

２-１食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止 

（上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築） 

○上水道施設の老朽化対策と合わせ耐震化を着実に推進するとともに、災害時に迅速かつ的確に応急給水

活動を実施できる体制を整備する必要がある。 

○災害時に水道施設への被害を最小限度に抑えるための施設整備を促進する必要がある。 

（支援物資の調達・供給体制の構築） 

○民間物流施設の活用、協定の締結等により、市と民間事業者等が連携した物資調達・供給体制を構築

し、実効性を高めていく必要がある。 

（迅速な道路啓開の実施） 

○大規模地震が発生した場合は、人命救助や支援物資搬入等を円滑に行えるよう、迅速な道路啓開による

通行機能の確保に向け、地元建設業者との協力体制の確立が必要である。 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備） 

○災害時の物資輸送に資する交通機能を確保するため、幹線道路や橋りょう、交通安全施設等の整備推進

及び適切な維持管理を行う必要がある。 

（備蓄品の確保） 

○家庭・事業所等における生活必要物資等の備蓄を促すとともに、備蓄目標に応じ防災備蓄倉庫に食料や

資機材を整備するとともに、民間事業者等と連携した供給体制を構築する必要がある。 

（消防署等における非常用発電設備等の確保）  

○停電時においても消防活動拠点となる消防署等の機能を確保するために、非常用発電設備の維持管理を

実施する必要がある。 

（大規模停電対策）  

○広範囲に長期間の停電が発生した場合は、市民生活や経済活動に大きな影響があるため、電力会社等と

連携して災害時の早期電力復旧に取り組む必要がある。 

（電源途絶に対する予備電源の確保）  

○必要不可欠な電源が遮断された場合、災害対応に多大な影響を及ぼすことが懸念されることから、非常

用発電機などの電源途絶に対する予備電源の確保を図る必要がある。また、太陽光発電設備や蓄電池

は、非常時にも電源として活用できるため、導入を促進する必要がある。 

（災害時の石油類燃料の確保）  

○災害時における緊急通行車両や医療機関等へ優先的に燃料の供給を行うため、石油商業組合や石油連盟

との協定等に基づく供給体制の整備を図る必要がある。 

○災害時における消防車両へ燃料を供給するため、消防署への自家用給油設備を設置する必要がある。 
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２-２自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･救急活動等の絶対的不足 

（常備消防力の強化） 

○消防において災害対応力に応じた組織（隊編成）体制の強化、消防車両の更新や新規車両導入による充

実、脱化石燃料車両への推進、各種装備資機材等の充実強化を推進する必要がある。 

（消防庁舎の耐震化）  

○消防庁舎の耐震化など地域における活動拠点となる施設の耐災害性を図る必要がある。 

（受援体制の整備） 

○応援を円滑に受け入れ、柔軟かつ迅速に被災者支援を実施するために、応援受援体制を構築していく必

要がある。 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（医師会等との連携強化）  

○傷病者を速やかに医療機関へ搬送するため、医療機関との連携を強化する必要がある。 

○災害時の救護活動を迅速に実施できるよう、流山市医師会をはじめとした医療関係団体等の協力体制を

構築する必要がある。 

２-３想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

（帰宅困難者対策の検討） 

○帰宅困難者対策については、一時滞在施設の確保、安否確認や情報提供を行うための体制整備など、帰

宅困難者対策を構築する必要がある。 

（公共交通機関による輸送の確保）  

○災害時における輸送手段を確保するため、地域の公共交通を担う事業者と連携を図る必要がある。 

２-４医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

（医師会等との連携強化）【再掲】 

○（評価結果は２－２に記載） 

２-５疫病・感染症等の大規模発生 

（予防接種や消毒、害虫駆除等の実施） 

○感染症の発生・蔓延を防ぐため、平時から予防接種を促進する必要がある。また、消毒や害虫駆除等を

速やかに実施するための体制等を構築しておく必要がある。 

（避難所における衛生管理） 

○避難所など平時と異なる生活環境下での衛生状況の悪化を防ぐため、感染症対策をはじめ避難所におけ

る飲料水の安全確保、室内環境の調査・助言・指導、トイレやごみ保管場所の適正管理などを実施する

必要がある。 
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２-６慣れない避難生活環境へのストレスや悪化が招く、多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

（避難所における衛生管理）【再掲】 

○（評価結果は２－５に記載） 

（医師会等との連携強化）【再掲】 

○（評価結果は２－２に記載） 

（受援体制の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－２に記載） 
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３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

３-１警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

３-２市職員･施設等の被災による機能の大幅な低下 

（業務継続体制の確保） 

○ 大規模地震等が発生した場合においても、市の重要な業務が中断せずに実施できるよう、また、業務

が中断した場合でもいち早く機能を再開させるために業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、業務継続体制

を確保するとともに、必要に応じて見直しを図り充実強化を図る必要がある。 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（防災訓練の実施） 

○ 総合防災訓練・図上訓練の実施については、自衛隊、警察、消防等防災関係機関と連携し、地震等の

災害に即した実践的な実動訓練及び図上訓練など、応急対処能力の向上等を図るため、引き続き訓練を

実施する必要がある。 

（情報伝達手段の多様化）  

○災害発生時に市から災害情報を確実に発信できるよう、防災関係機関の拠点となる施設において、情報

伝達手段の多様化を図る必要がある。 

○防災行政無線やＬアラート、防災ポータルサイト、各種ＳＮＳ等を通じ、市民が容易に必要な情報を入

手できる環境を構築する必要がある。 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 
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４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４-１防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・長期停止 

（情報伝達手段の多様化）【再掲】 

○（評価結果は３－２に記載） 

（消防署等における非常用発電設備等の確保）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

４-２テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

（メディアに対する情報提供） 

○ 災害時にメディア等に対し、被害情報、避難情報等を迅速かつ正確に提供する体制を整備する必要が

ある。 

４-３災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集伝達ができず、避難行動や救助・支援が

遅れる事態 

（情報伝達手段の多様化）【再掲】 

○（評価結果は３－２に記載） 

（災害時避難行動要支援者対策の促進） 

○今後は、高齢化等の進行が懸念されることから、避難行動要支援者対策を効果的に進めるため、避難行

動要支援者名簿を活用し、地域ぐるみの支援体制の充実に取り組む必要がある。 

（福祉避難所の指定促進） 

○福祉避難所の指定を促進するとともに、要配慮者が避難生活を送るために必要となる備品や設備などの

配備・充実、各種訓練等による災害対応能力を向上させる必要がある。 

（外国人に対する災害情報の迅速かつ着実な伝達） 

○市内在住の外国人や訪日外国人が災害時に的確な行動がとれるよう、適切な情報提供を行う体制を整備

する必要がある。 
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５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

５-１サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進） 

○ 民間事業者が、災害発生時に事業を再開し継続できるように、事業継続計画（BCP）の策定を支援する

必要がある。 

（中小企業に対する資金調達支援） 

○ 金融機関と連携し、災害発生時における中小企業の資金調達を支援する必要がある。 

５-２社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進）【再掲】 

○（評価結果は５－１に記載） 

（大規模停電対策）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

５-３基幹的陸上交通ネットワークの機能停止 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（公共交通機関による輸送の確保）【再掲】 

○（評価結果は２－３に記載） 

５-４金融サービス等の機能停止により商取引に甚大な影響が発生 

（民間企業におけるＢＣＰの策定促進）【再掲】 

○（評価結果は５－１に記載） 

５-５食料等の安定供給の停滞 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（備蓄品の確保）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（食料安定供給のためのほ場整備） 

〇大規模自然災害による全国的な食料不足等に備え、食料供給基地として、生産性の高い農業を実現する

ため、ほ場整備を推進する。 

５-６異常渇水等により用水の供給の途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

（水資源関連施設の機能強化と水資源の有効利用等の取組の推進） 
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○ 現行の用水供給整備水準を超える渇水等に対しては、限られた水資源を有効に活用する観点から、水

資源関連施設の機能強化を図るとともに、雨水利用や水資源の大切さについての啓発等を通じて水資源

の有効利用等の取組を進める。 
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６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるととも

に、早期に復旧させる 

６-１電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間に

わたる機能の停止 

（ライフラインの確保） 

○災害時における電力確保の多元化や早期復旧に向けた民間事業者との連携強化などを検討する必要があ

る。 

（大規模停電対策）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

６-２上水道等の長期間にわたる供給停止 

（上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

６-３汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

（下水道施設の計画的な維持管理・更新） 

○下水道施設の老朽化による被害拡大を防止するため、計画的な点検・調査を実施し、施設の修繕・改築

等、適切な維持管理を推進する必要がある。 

（浄化槽の整備促進）  

○単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換補助に助成することにより、新しい浄化槽への転換を促進

する必要がある。 

（し尿処理体制の整備） 

○災害時には上下水道の被害等で水洗便所が使用できなくなる可能性が高いため、関係機関と協議し、適

切な処理を行えるよう体制を整備する必要がある。 

６-４地域の交通インフラの長期間にわたる機能停止 

（道路の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 

（道路や橋りょう、交通安全施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（交通秩序の維持） 

○災害時には、様々な交通の混乱等の発生が予測されるため、道路管理者、警察署、民間団体等が連携・

協力し、交通秩序の維持について万全を期す必要がある。 

（信号機の停電対策）  

○ 停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋滞、交通事故を回避できるよう、警察への協力体制

を構築する必要がある。 

（公共交通機関による輸送の確保）【再掲】 

○（評価結果は２－３に記載） 
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７ 制御不能な複合被害・二次災害を発生させない 

７-１市街地での大規模火災の発生により、多数の死傷者が発生 

（公園・緑地などの防災空間の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 

（消防水利の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 

（火災予防対策等の推進）【再掲】 

○（評価結果は１－２に記載） 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（常備消防力の強化）【再掲】 

○（評価結果は２－２に記載） 

７-２沿線･沿道の建物倒壊等による交通麻痺 

（住宅・建築物の耐震化の促進）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

７-３防災施設等の損壊・機能不全等により、多数の死傷者が発生 

（公共施設等の整備・耐震化・長寿命化）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

７-４農地・森林等の荒廃 

（農地や森林等の適切な整備） 

○農地や森林等の有する多面的機能を維持・活用していくため、市民や事業者の協力を得て、良質なみど

りの保全・創出を図る。  
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８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する 

８-１大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

（ごみ処理体制の整備） 

○災害時にごみ処理が迅速に行えるよう、ごみ処理施設の強靭化やごみの収集・運搬・管理体制の強化、

ごみの一時集積場及び処理方法の検討を行い、ごみ処理体制を整備する必要がある。 

８-２復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足等に

より復興できなくなる事態 

（迅速な道路啓開の実施）【再掲】 

○（評価結果は２－１に記載） 

（業務継続体制の確保）【再掲】 

○（評価結果は３－２に記載） 

８-３広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態 

（下水道（雨水）施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－３に記載） 

（雨水排水施設の整備）【再掲】 

○（評価結果は１－３に記載） 

８-４貴重な文化財の喪失、地域コミュニティの崩壊等による文化の衰退・損失 

（地域防災力の向上）【再掲】 

○（評価結果は１－１に記載） 

（治安確保体制等の整備） 

○ 被災等による治安の悪化を防ぐため、防犯活動等に必要な体制、資機材の充実強化を図る必要があ

る。 

８-５事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

（民間賃貸住宅の提供に係る協力体制の整備の推進） 

○災害時における民間賃貸住宅の提供について協力体制の整備を推進する必要がある。 
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（６）強靱化に向けた取組 

「起きてはならない最悪の事態」ごとに行った脆弱性評価の結果をもとに、これを回避するために

取り組むべき施策を検討しました。 

取り組むべき施策については、本市の総合計画の６つのまちづくりの基本政策及び計画を推進する

ための取組に基づき、分野を設定します。 

 

＜設定する分野（まちづくりの基本政策）＞ 

●１ 安心・安全で快適に暮らせるまち 

●２ 生きがいを持って健康・長寿に暮らせるまち 

●３ 良質な住環境のなかで暮らせるまち 

●４ 賑わいと魅力のあるまち 

●５ 誰もが自分らし暮らせるまち 

●６ 子どもをみんなで育むまち 

●  計画を推進するために 

 

脆弱性評価に基づく、強靱化の推進に向けた主要な取組については、各施策のページに記載してい

ます。 
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まちの状態指標 
目指す方向への達成状況 〇…達成 △…横ばい ×…未達成 －…目指す方向を設定していない 

※ 基本計画策定時点値より±2.5％以内の場合に「△…横ばい」としています。 

 

  

施策 施策目的 状態指標 単位
目指す
方向

基本計画
策定時点値

令和６年度
実績

達成状況

地震などの災害に対する備えが十分だと思
う市民の割合

％ ↑
52.5

（2018年度）
51.8 △

自主防災組織の組織率 ％ ↑
61.7

（2018年10月1日）
62.2 △

人口１万人当たりの出火件数 件 ↓
1.4

（2018年）
1.2 ○

救急出動件数 件 -
8,289

（2018年）
10,831 -

人口１万人当たりの交通事故発生件数 件 ↓
27.3

（2018年）
17.3 ○

人口１万人当たりの犯罪発生件数 件 ↓
61.2

（2018年）
40.7 ○

消費生活相談件数 件 -
2,009

（2018年度）
1,827 -

自治会への加入率 ％ ↑
66.2

（2018年10月１日）
58.9 ×

市民活動団体の数 団体 ↑
203

（2019年4月１日）
275 ○

健康寿命（平均自立期間）
※2022（R4）年

年 ↑
65歳男性：18.55
65歳女性：20.46

（2015年）

18.69
21.35 ○

生活習慣病による死亡者数の割合
※千葉県衛生統計年報2023（R5）年

％ ↓
56.3

（2017年）
51.2 ○

一般診療所の数
※千葉県衛生統計年報2022（R4）年

－ ↑
95

（2017年）
128 ○

日頃から何らかの生涯学習活動を行ってい
る市民の割合

％ ↑
46.1

（2018年度）
38.7 ×

学びたい時に学べる環境（生涯学習のプロ
グラムや施設）が整っていると思う市民の
割合

％ ↑
31.8

（2018年度）
61.5 ○

過去１年間に文化芸術活動を行ったことが
ある市民の割合

％ ↑
53.5

（2018年度）
57.1 ○

市内の指定文化財等の数 件 ↑
50

(2019年4月１日)
52 ○

スポーツで健康体力の維持・増進を行って
いる市民の割合

％ ↑
35.4

（2018年度）
34.9 △

スポーツ施設の利用者数 人 ↑
1,610,133

（2018年度）
1,586,121 △

1-1
防災

自助・共助・公助に
よる防災体制の整備
を進め、災害時の被
害を最小限に抑える

1-2
消防・救急

火災や事故などの災
害から、市民の生命
と財産を守る

1-3
交通安全・
防犯・消費

生活

交通事故や犯罪、消
費者トラブルなどか
ら市民生活を守る

1-4
地域コミュ
ニティ・
市民協働

地域コミュニティの
活性化を図り、協
働・連携を通して地
域課題に取り組む

2-1
健康・医療

生涯を通じて心身と
もに健やかに暮らせ
る市民の健康をつく
る

2-2
生涯学習

市民一人ひとりが生
涯学習活動を通して
人生を豊かにできる

2-3
文化芸術・

歴史

文化芸術や歴史に親
しむ機会を創出する
とともに、歴史的文
化的遺産を次世代へ
伝える

2-4
スポーツ

スポーツを通じた市
民の健康と体力の維
持・増進を図る








